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序　　　　　文

　我が国は、トルコ共和国の予防接種拡大計画（EPI）政策を支援すべく、1993年１月～1996年

６月まで生物製剤品質管理プロジェクトを実施し、同プロジェクトにより中央レベルでの生物製

剤の検査体制については、満足のいくレベルまで向上しました。

　トルコ共和国側は、同プロジェクトを高く評価し、国家全体として、流行予測事業を含めた予

防接種拡大計画（EPI）実施整備のための予防接種効果判定のためのサーベイランスシステム確

立を果たすべく、新たに我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきました。これを受け、

我が国は 1997 年 10 月から５年間の予定で、感染症対策プロジェクトを実施してきました。

　本プロジェクトは2002年９月末に５年間にわたる協力の終了を迎えることとなり、これまでの

活動実績・成果・目標達成状況等について評価を行うことを目的とし、2002 年５月７日～ 27日

までの日程で国際協力事業団 水田 加代子専門技術嘱託を団長として、終了時評価調査団を派遣

しました。本報告書は、同調査団が実施しました調査内容とその結果について取りまとめたもの

です。

　ここに、本調査団の派遣にあたり、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表する次第

です。

　2002 年７月

国際協力事業団
医療協力部

部長　藤崎　清道









略　語　表

AFP Acute Flaccid Paralysis 急性弛緩麻痺

DPT Diphtheria and tetanus toxoids and pcrtussis vaccine ジフテリア・百日咳・破傷風の

３種混合ワクチン

EPI Expanded Programme on Immunization 予防接種拡大計画

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力事業団

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・

マネージメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・

マトリックス

PHC Primary Health Care プライマリー・ヘルス・ケア

R／D Record of Discussions 討議議事録

RSHCP Refik Saidam Hygiene Center Presidency レフィク・サイダム中央衛生

研究所

TOR Terms of Reference 業務内容・要請内容

WHO World Health Organization 世界保健機関



評価調査結果要約表

案件概要 国　名：トルコ共和国

分　野：保健・医療

所轄部署：医療協力部 医療協力第二課

協力期間
（R／D）：

1997年 10月～2002年９月

案件名：感染症対策

(Infectious Diseases Control Project)

援助形態： プロジェクト方式技術協力

協力金額（無償のみ）

先方関係機関：保健省

我が方協力機関：バイオメディカルサイ

エンス研究会、国立感染症研究所他

他の関連協力：

１．協力の背景と概要

 　トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は、予防接種をプライマリー・ヘルス・

ケア（PHC）の最有効手段と位置づけ、1987年以来国家予防接種政策を打ち立て、世

界保健機関（WHO）の支援の下、ポリオ、麻疹の根絶に積極的な取り組みを行って

きている。我が国は、この予防接種拡大計画（EPI）政策を支援すべく、1993年１月～

1996年６月まで生物製剤品質管理プロジェクトを実施し、EPI関連６品目（破傷風、

ジフテリア、BCG、百日咳、ポリオ、麻疹）のワクチン製造に関する品質管理能力の

強化、品質保証国家基準の設定のための協力を行い、中央レベルでの薬品検査体制を

整備した。

　トルコは、上記プロジェクトの第２フェーズとして、予防接種の判定効果等のサー

ベイランスシステム確立のため、プロジェクト方式技術協力を新たに要請した。これ

を受け、1997年 10月から５年間の予定でプロジェクトを実施している。

２．協力内容

（1）上位目標

　トルコにおけるEPI関連感染症が制圧される。

（2）プロジェクト目標

　実験室データに基づいた流行予測調査システムが確立される。

（3） 　成　果

1）　EPI関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹）の検査技術が

強化される。

2）　EPI関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹、B型肝炎）の

流行予測調査を実施するための運営管理と調査技術が習得される。

3）　レフィク・サイダム中央衛生研究所（RSHCP）と保健省公衆衛生総局（PHC

総局）との技術連携体制が促進される。

4）　血清銀行が設立される。



　

案件概要

調査者

（4） 投　入

　日本側：

長期専門家： ９人

短期専門家： 26人（2002年５月時点）

研修員受入れ： 20人（2002年９月見込み）

機材供与： ２億6,859万 1,000円

ローカルコスト負担： 2,267万 8,000円

　相手国側：

カウンターパート配置： 63人

土地・施設提供： 日本人専門家用オフィス

ローカルコスト負担：  1,015億トルコリラ

実験室改修工事費用： ２兆6,625億トルコリラ

（担当分野： 氏名  所属）

団長・総括 水田　加代子 国際協力事業団 専門技術 嘱託

感染症対策 大谷　 明 国立感染症研究所 名誉所員

感染症情報システム 山崎　修道 国立感染症研究所 名誉所員

ウイルス対策 田代　眞人 国立感染症研究所 ウイルス第三部長

協力計画 竹本　啓一 国際協力事業団 医療協力部 医療協力第二課 職員

評価分析 南村　亜矢子 アイ･シー･ネット（株）

　調査期間 2002年５月７日（火）～27日（月） 評価種類：終了時評価



１．評価の目的

　2002年９月でプロジェクトは終了予定であり、これまでの協力による技術移転状況を評価し、提

言を行うために終了時評価を実施する。この評価業務では、プロジェクト開始から現在までの活動

について整理し、評価５項目の観点から関係者と討議、分析を行う。また評価結果から教訓と提言

を導き出し、プロジェクト成果の普及や今後のあり方への参考とする。

２．評価結果の要約

（1）妥当性

　EPI関連感染症対策は、現在でもトルコの政策に沿っているため、「上位目標」「プロジェクト

目標」｢成果」は、評価時点でも政策的な重要性を保っている。ただし、プロジェクト計画の妥

当性は低いと評価された。

（2）有効性

　プロジェクト目標である「流行予測調査のシステムの確立」は達成半ばであるが、プロジェ

クトが終了したあとに達成される見込みである。個々の成果（アウトプット）の達成は、プロ

ジェクト目標の達成に有効であると評価された。

（3）効率性

　プロジェクトの前半は、効率的にプロジェクトが実施されなかったが、後半は効率性がアッ

プしたと評価された。投入の量、質、タイミングはおおむね妥当であった。

（4）インパクト

　評価時点において上位目標に対するインパクトを確認することは困難であった。ただし、実

験室での検査技術が向上したことによって、保健省が「感染症の届出法」の情報ラインに実験

室からの情報を含めるなど、プラスのインパクトが生じていると評価された。

（5）自立発展性

　保健省が見直しを行っている「感染症の届出法」に、実験室データに基づいた調査も組み込

まれており、この流行予測調査事業を全国展開する意思ももっているため、組織的、政策的な

自立発展性は高いといえる。また、予定されている技術移転が協力期間内で完了すれば、カウ

ンターパートは自立して、プロジェクトを通じて習得した技術を発展させていく可能性も高い

と判断された。その一方で、具体的な予算措置を講じられるかどうかは不確定なため、財政的

な自立発展性については現段階では高くないと評価された。

３．効果発現に貢献した要因

（1）我が方に起因する要因

（2）相手方に起因する要因

　派遣された専門家の質の高さと取り組み姿勢が、プロジェクトの

推進に貢献した。また、トルコ側の意思決定者のプロジェクトへの

関与が低いため、円滑なプロジェクトの実施が妨げられる原因と

なった。しかし専門家が粘り強く意思決定者に働きかけたことは、

プロジェクトの推進に効果的であった。
　カウンターパート内でチームワークが形成され、関係者間での横

のつながりが確立したことがあげられる。これによって、プロジェ

クトの諸活動が円滑に進み、目標の達成に大きく貢献した。



４．問題点及び問題を引き起こした要因

（1）我が方に起因する要因

（2）相手方に起因する要因

５．教　訓

　プロジェクトの計画段階で関係者の関与を確実に得ること、プロジェクト責任者の積極的な関与

を得ること、プロジェクト関係者の熱意と努力が大きな推進力となること、関係者間でプロジェク

トのゴールを明確に共有すること、スケジュールに沿ったモニタリング・システムを確立するこ

と、チームワークの促進と協力体制の構築が個々の活動の効果を増強することがあげられる。

６．提　言

　実験室データに基づいた流行予測調査のシステムを確立するために、協力期間内で予定されてい

る技術協力を終了することや、財政面の見通しをつけることが提言としてあがっている。また将来

的には、このプロジェクトの認知度を高めるため、トルコ国内で成果を公表すること、国際的な情

報へのアクセスの機会を高めるために、国際社会に対しても、この成果について論文などを通じて

発表していくことが提言としてあげられている。

　計画立案時に、プロジェクト関係者間で「流行予測調査」に対す

る共通の認識がもたれなかったことがあげられる。また、計画時に

PHC総局のプロジェクトに対する、積極的な関与を促せなかったこ

とも要因としてあげられる。

　同様に、計画立案時にPHC総局の積極的な関与が得られるように

できなかったことがあげられる。また、意思決定者である保健省、

PHC総局、RSHCP所長のプロジェクトへの関与が低かったため、意

思決定が滞ったケースが多くみられた。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の背景・経緯及び目的

（1）背景・経緯

　　トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は、予防接種をプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）

にとって最有効手段と位置づけ、1987 年以来国家予防接種政策を打ち立て、世界保健機関

（WHO）の支援の下、ポリオ・麻疹の根絶に積極的な取り組みを行ってきている。

　　我が国は、この予防接種拡大計画（EPI）政策を支援すべく、1993年１月～1996年６月まで

「生物製剤品質管理プロジェクト」を実施し、EPI関連６品目（破傷風、ジフテリア、BCG、百

日咳、ポリオ、麻疹）のワクチン製造に係る品質管理能力の強化、品質保証国家基準の設定に

係る協力を行い、中央レベルでの薬品検査体制を整備してきた。

　　トルコは前プロジェクトの第２フェーズとして、予防接種の効果判定等のサーベイランスシ

ステム確立のため、プロジェクト方式技術協力を新たに要請した。これを受け、1997 年 10 月

から、EPI 関連感染症に関するラボ検査の技術強化、EPI 関連感染症の血清抗体測定技術を用

いた流行予測調査／感受性調査に係る技術協力を実施している。

　　2002年９月でプロジェクトは終了予定であり、これまでの協力による技術移転状況を評価し

提言を行うべく、2002 年５月７日～ 27 日の期間で終了時評価調査団を派遣した。

（2）目　的

　　終了時評価において、プロジェクト開始からの経緯を踏まえた現在までの活動について整理

し、評価５項目の観点から関係者と討議及び分析のうえ、評価を実施する。また、評価結果か

ら教訓及び提言等を導き出す。具体的な項目は以下のとおりである。

1）プロジェクト開始時の当初計画に対し、双方の活動実績、目標達成度等について評価を行

う。

2）プロジェクトの残り期間の対応方針について協議する。

3）評価結果を協議議事録（ミニッツ）において双方の間で確認する。
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担　当

団長・総括

感染症対策

感染症情報システム

ウイルス対策

協力計画

評価分析

氏　名

水田　加代子

大谷　 明

山崎　修道

田代　眞人

竹本　啓一

南村　亜矢子

所　　属

国際協力事業団 専門技術 嘱託

国立感染症研究所 名誉所員

国立感染症研究所 名誉所員

国立感染症研究所 ウイルス第三部長

国際協力事業団 医療協力部 医療協力第二課 職員

アイ・シー・ネット（株）

（2）調査期間

　2002 年５月７日（火）～ 27 日（月）

１－２　調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成
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第２章　調査総括

　トルコ感染症対策プロジェクトの終了を2002年９月末に控え、カウンターパートとともに終了

時評価を実施した。プロジェクトの日本側関係者の協力はもとより、トルコ側の関係者の熱心で

真摯な参加を得て、円滑かつ密度の濃い評価を実施することができた。

　プロジェクト目標である「予防接種拡大計画（EPI）疾患に関し、実験室データに基づいた流

行予測調査システムが確立される」については、おおむね達成したという評価結果であった。若

干の未達成部分については、計画中の専門家派遣、研修員の受入れ、及び新たな要請に基づく専

門家の任期延長により、プロジェクト終了時までに達成が見込まれる。

　本プロジェクト期間の前半においては、研究施設改修の遅延、レフィク・サイダム中央衛生研

究所（RSHCP）とともにカウンターパート機関であるべき保健省公衆衛生総局（PHC総局）の参

加の遅れ、カウンターパートの責任者であるRSHCP所長の頻繁な交代などの影響で、順調な遂

行が阻まれていた。しかしながら、1999年末～ 2000年にかけて、保健大臣が国会において本プ

ロジェクトの有用性を発言、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップ

によりプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を作成することで、参加が遅れているPHC

総局も含め、関係者の共通理解を得たこと、交代したトルコ側のコーディネーターが非常に有能

であったこと、保健省基金からプロジェクト運営予算が正式に措置されたことなどが追い風とな

り、現時点のレベルまで一気に高まった。また、このようなよい成果が得られたのは、本プロジェ

クトに先立って、「生物製剤品質管理プロジェクト」が我が国の協力によりRSHCPに対して実施

され、良好な関係が築かれていたこと、PSHCPには優秀なカウンターパートが数多く配置されて

おり、ほとんどが定着していることによる結果でもあることを忘れてはならない。

　今後は、トルコ側によりこれらの成果がいかに維持され、活用されるかが重要である。終了時

評価結果のミニッツ署名に際し、保健省次官 Dr.アイジャンから「プロジェクトにより確立され

た“実験室データに基づいた流行予測システム”を国の感染症対策政策、計画に生かしていくと

ともに、維持継続していく」という発言があった。現在トルコは、金融危機に見舞われ、国際通

貨基金（IMF）の管理下で経済再建中であり、政府機関の縮小の一環として、本プロジェクト関

連の地方支所縮小の勧告を受けているという。RSHCP 所長 Dr. チエヴィックは、地方住民への

サービスの重要性にかんがみ、地方支所の統廃合はしない方針であると述べていた。

　RSHCP のカウンターパートは、同研究所が国のレファレンス・ラボラトリー（Nat iona l

Reference Laboratory）として、国内関係者からもその実力を認められ、国外からはポリオ検査室

が世界保健機関（WHO）のポリオ・ラボラトリー（National Polio Laboratory）として認証され

た等、自信を深めている。国の政策として、ポリオ根絶の次は麻疹のコントロールへ取り組むこ

とが決定しており、RSHCPへの期待は大きい。また、トルコは欧州連合（EU）加盟をめざして、
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各分野においてEUの標準に近づくべく鋭意努力中であり、研究分野においても例外ではなく、同

じ目的をもつ東欧諸国の研究者との協力・情報交換を密にしている。以上のような現状を考える

と、資金的に厳しい状況にあるものの、彼らの自立発展性は十分期待できる。

　トルコ側は、本プロジェクトの終了により、過去10年あまりにわたり築かれてきた日本・トル

コ両国関係者間の良好な関係に終止符が打たれることなく、協力の継続を期待している。保健省

次官は、表敬の際、薬品の認証制度確立に対する協力を要請したが、本調査団は新たな要請に対

する意見を述べる立場にはないので、コメントを差し控えておいた。我が国としても、２つのプ

ロジェクトを通じて築きあげた、トルコ保健省及びRSHCPとの公私にわたり、深まった相互理

解は、大変貴重なものと考える。今後とも研究者同士の交流はいうまでもなく、国際協力事業団

（JICA）としても適宜効果的なフォローをしていくことにより、これまでの協力効果が一層高ま

るよう努力していきたい。また、トルコ側の努力によっては、第三国研修など同国の周辺国への

協力に対し、我が国が支援することは検討に値すると思われる。
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第３章　技術面からの評価概要

３－１　歴史的背景と経緯

（1）プロジェクトの関連

　　今回評価の対象となっている「トルコ共和国感染症対策プロジェクト」は、これに先立って

実施された「トルコ共和国生物製剤品質管理プロジェクト」と密接な関連をもって発足したも

のである。予防接種は科学的で、効率のよい感染症対策として世界保健機関（WHO）が最も力

を入れている政策である。1980年、世界からの天然痘の根絶に成功してから、WHOは予防接

種拡大計画（EPI）を各国に強く呼びかけた。この計画は予防接種による対策が可能な疾患を

特定し、国家が予防接種の実施計画を強力に推進する運動である。

　　トルコもEPIの推進に積極的ではあるが、トルコのワクチン製造事業は極めて脆弱であり、

使用するワクチンのほとんどが海外からの輸入品であるのが現状である。また、このワクチン

の国家における品質保証制度は未発達で、海外業者の自家試験成績を無批判に採用するのが慣

例となっていた。WHOの勧告は、各国において必ずしもすべてのワクチンの自家生産を薦め

てはいないが、使用するワクチンの品質保証の制度、技術は最低限保持すべきであるというも

のである。トルコ政府はこの勧告に基づき、国内におけるワクチンの品質管理を推進するため

に、1990年日本に技術協力を要請し、1993 年１月～ 1996 年 11月まで JICAによる「トルコ共

和国生物製剤品質管理プロジェクト」が実施された。

　　品質管理プロジェクトの終了にあたり、レフィク・サイダム中央衛生研究所（RSHCP）は、

引き続き同研究所の機能の強化の一手段として、国際協力事業団（JICA）トルコ事務所に麻疹

の疫学調査研究に関する協力支援の可能性を打診してきた。この提案を受け、JICAは上記品質

管理プロジェクト国内委員会を中心として、更なる支援実施の検討の結果、次期の協力条件と

しては、「生物製剤品質管理プロジェクト」に関連するとともに、RSHCPの機能強化支援にも

該当する課題として、ワクチンの有効活用を図る目的でかつて日本で企画され成功している

「流行予測事業」をトルコで実施する案を提案した。この事業は、日本においてジフテリア、

百日咳、麻疹、ポリオ、日本脳炎等予防接種が有効な感染症を対象に、国立予防衛生研究所と

地方衛生研究所との密接な連携活動により実施される一種の「感染症サーベイランス」で、予

防接種行政、国立予防衛生研究所、地方衛生研究所の機能向上に大きく貢献した実績がある。

この提案を受け、トルコ保健省としては、感染症疫学調査は既にトルコでは実施中のものであ

るとしていたが、日本が提案する疫学調査は住民の抗体調査、感染源の発掘調査を内容とする

実験室データに基づく、積極的な疫学調査であることを日本側より説明し、トルコ側もそれに

同意した。
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（2）実施協議

　　次期の　「トルコ共和国感染症対策」プロジェクトにおいて、日本はトルコのEPI対象感染症

を麻疹、ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオとすることを提案した。結核は他の疾患に比べ

て問題が大きすぎるので対象外とし、ポリオは既に開始されているポリオ根絶計画を優先する

こととした。データは、麻疹、ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオに関しては住民の抗体調

査を用い、麻疹、ジフテリア、ポリオに関しては病原体の分離同定を用いることとした。実施

機関は中央はRSHCP、地方は国内で特徴のある地域で、実験室及び研究所をもつ都市を３か所

選定することとした。検査法の標準化は RSHCP で行い地方研究所に伝達するというもので

あった。協議の結果、３地域にはサムソン、アンタルア、ディアルバクルが選定された。そし

て、日本側チームリーダーには、日本の「流行予測事業」で中核的活動を行ってきた元秋田衛

生研究所所長 森田 盛大氏が選出された。JICA とトルコ保健省との「トルコ共和国感染症対

策」プロジェクトの討議議事録（R／ D）は、1997 年７月 31 日に５年間の協力期間で署名・

交換された。

　　選定された３地域の研究所は、日本の地方衛生研究所が地方自治体の監督下にある状態と異

なり、いずれもRSHCP所長の監督下にあった。これは感染症サーベイランスのネットワーク

を組むのに好都合と思われたが、トルコの地域研究所の機能はRSHCP の傘下にあったものの、

住民からの採血という疫学調査は保健省の保健省公衆衛生総局（PHC総局）の権限下にあり、

PHC総局の参加なしには住民の採血は不可能であった。こうした事実に対する認識のなかった

日本側は、R／ Dにおいて PHC 総局のカウンターパートとしての参加を求めなかった。のち

に改めてPHC総局の参加を求めたものの、同局は容易に日本側に対して歩み寄りをみせず、プ

ロジェクトの実行は大幅に遅れることとなった。「トルコ共和国感染症対策」プロジェクトの

正式なカウンターパートとして、PHC 総局長が加わったのは R／ Dが成立してから１年半後

の 1999 年６月 17 日であった。

（3）プロジェクト進行の障害となった問題点

　　PHCが参加をしぶった以外に、本プロジェクトの実行に障害となった問題点は、トルコ側の

責任において実行されるべき施設の改造が大幅に遅れたことである。これにより抗体検査、病

原体の分離同定に関する標準法の確立が大きく遅れることとなった。しかしながら、この種の

工事の遅延は JICAの協力案件には珍しくなく、本プロジェクトに特異なことではない。ほか

の１つは、このプロジェクトの実施の要ともいえるRSHCPの所長が頻繁に交代したことであ

る。発展途上国におけるトップ交代の影響は計りしれないほど大きい。この問題については在

トルコ日本国大使館から、このようなことはできるだけ回避してほしい、とトルコ保健省に対

し文書で要請する事態まで及んだ。これらの大きな問題点を抱えながら、このたびぎりぎりの
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時点でほぼ予定の成果をあげることができたのは、森田リーダーをはじめとする日本側専門家

の忍耐強い対応と、発足時の不適切な対応にもかかわらず、理解と寛容を示したトルコ保健省

PHC 総局の積極的な参加であったといえよう。

（4）プロジェクト中に行われた緊急措置

　　事前調査の段階で日本側調査団が RSHCP の施設を視察中、結核菌実験室で、多剤耐性結核

菌を通常の実験室で行っている実態が明らかとなった。これは当初では予期しない事実であっ

たが、日本の協力の下に進行しているRSHCP 施設改善計画で、この事態を放置することは、

協力の全般の評価にも影響しかねないという認識に基づき、結核菌実験室の P3 レベルの安全

設備の供与と適切な結核菌の取り扱いに協力することとなった。

３－２　EPI 関連感染症のサーベイランスに関する評価

　本プロジェクトはWHOのEPI 関連疾患の制圧をめざして、トルコにおけるポリオ、麻疹、ジ

フテリア、百日咳、破傷風、及びB型肝炎の実験室検査に基づく、サーベイランスシステムを確

立することを目的とする。したがって、本プロジェクトに期待される成果、プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PDM）のアウトプットは

①　上記６疾患の実験室診断検査技術の向上

②　上記６疾患の血清疫学調査の実施（流行予測事業）、及びそれに必要な技術並びにラボラト

リー・ネットワークの確立

③　RSHCP と PHC 総局との組織的、技術的協力関係の確立

④　血清銀行の確立

などである。

（1）最終調査結果と評価

①　実験室診断検査技術の強化は、本プロジェクトの開始時において、トルコ側が最も強く要

望したものであるが、ポリオ、麻疹、ジフテリア、百日咳、破傷風を対象とする血清抗体価

の測定と、破傷風を除く４疾病についての病原体分離同定試験法を確立して、病原体調査を

開始することができた。このうち、ポリオについては、WHOのポリオ根絶計画に基づいて、

国の急性弛緩麻痺（AFP）サーベイランス検査に全面的に協力して、WHO基準（15 歳以下

の小児 10万人当たり１例以上のAFP検出感度）を満たす成績をあげ、ポリオ分離株につい

ては型別、型内鑑別の手法を獲得して、2002 年２月、RSHCP ウイルス部は国のレファレン

ス・ラボラトリーとして、WHOの承認を受けた（トルコは 1998 年に 26 人の野性株ポリオ

麻痺を検出し、以後今日まで、野性ポリオ発生ゼロが確認されたため、EURO は 2002 年
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６月にpolio-free宣言を行うに至る）。

②及び③　RSHCPにおける実験室検査に基づくサーベイランス・ネットワークの確立とサーベ

イランスの実施のためには、PHC総局の全面的協力が必須である。このことは、1999年６月

の巡回指導調査団とトルコ側との合意事項であり、それを受けてCDRDに疫学ユニットを新

設して担当者１名を配置した（現在は３名）。しかし、PHC総局の正しい理解と協力を得る

ためには予想外の時間がかかり、同局とRSHC、及びその支部（RBL）の参加によるワーキ

ング・チーム会議が初めて正式に開催されたのは、2000 年１月に入ってからであり、そ

の１か月後にやっとサムソン県における第１回サーベイが開始された。しかし、その後はサ

ムソン、アンタルア、ディアルバクル県の３定点における各２回のサーベイ（計６回）が表

３－１のように順調に実施された。

表３－１　サーベイ実施期間

サムソン県

アンタルヤ県

デイアルバクル県

第１回サーベイ

2000年２月28日・29日

2000年 10月 17日～19日

2001年２月27日・28日

第２回サーベイ

2001年５月22日～24日

2001年６月19日・20日

2001年 10月 24日・25日

　　サムソンでの第１回サ－ベイでは、343 人の健常者（10年齢層別）から採血され、３県に

おける各２回のサ－ベイでもほぼ同数の参加者を得た。採血と血清分離作業は PHC 総局と

RBLの分担協力によって実施され、すべての検体はRSHCPのCDRDの疫学ユニットに輸送

された。そこから細菌及びウイルスの各担当部に分配され、ポリオ、麻疹、ジフテリア、百

日咳、破傷風の血清抗体価が測定された。

　　評価時点では、サムソンの第１回サーベイのデータ解析結果のみが英文報告書として提出

されたが、その成績はこれら５疾病に対する各年齢層の免疫状態の特徴を明らかにした科学

的データとして、高く評価されるものである。現在までに他の５サーベイの抗体測定は全部

終了しており、プロジェクト終了時までにデータの収集と解析、レポートの作成はできるも

のと推測される。これら３県のデータを比較解析することによって、地域の疫学的特徴が明

らかにされることが期待される。さらに、この血清疫学調査の解析結果をトルコ政府の感染

症対策、とりわけ予防接種事業に生かすためには、更にサ－ベイランス定点を他県に広げて

全国的状況を把握する必要がある。

④　血清銀行の確立

　　上記の血清疫学調査の産物としての残余血清サンプルの保存は、トルコの大切な財産とな

る。現在までに終了した６サーベイ（３県×２回）の 2,000 あまりの血清サンプルは、疫学
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ユニットのフリーザーに保存され、コンピューターによるプログラム管理システムが整備さ

れている。さらに、血清銀行の保存管理と使用に関するマニュアルがトルコ語で作成され

た。

（2）今後の課題

1）　血清学的サーベイランスにおける RBL の役割分担は、現在のところ血清の分離と輸送で

あるが、血清抗体価の測定についても順次その技術が移転されることが望ましい。実際、あ

る地域ではそのための実習が開始されている。しかし、これは人と予算がかかる問題であ

り、トルコがこの種の流行予測事業を国家プロジェクトとして、どれほど重要視するかに依

存している。

2）　上述したように、３サーベイランス定点からのデータの解析比較が急務である。本プロ

ジェクトがもたらすインパクトは、それなしに評価することはできない。

3）　本プロジェクトで作成された“The Guideline for the Laboratory-based Epidemiological

Surveillance of Infectious Diseases”及び“The Manuals for Epidemiological Surveillance and

Serum Bank”が、近い将来トルコの感染症対策指針のなかに正式に取り込まれることが期待

される。その他、実験室診断検査技術、バイオ・セーフティー管理などについて、トルコ語

のマニュアルが試作されたことも本プロジェクトの大きな成果であるが、トルコの国際的な

位置づけと将来の発展性を考えると、それらが英語に訳されて国際的な評価を受けることが

望まれる。

4）　ジフテリア、百日咳、破傷風の血清抗体検査（ELISA）についてはまだ改善の余地があり、

更に検討が必要である。

5）　血清サーベイランスデータ解析のためのコンピューターシステム完成のために、プロジェ

クト終了までに日本人短期専門家の派遣が必要である。

6）　ポリオを含むエンテロウイルス全般の系統樹解析 PCR 技術の導入は、WHO のポリオ根

絶計画の長期的展望からも必要なことであり、ウイルス部に新たなカウンターパートの補充

が保証されることを条件に、日本人短期専門家がプロジェクト終了までに派遣されることが

望まれる。

３－３　ウイルス検査に関する評価

　ここでは、特にウイルス検査に関する技術面での実績評価について報告する。

（1）施設・備品に関する評価

1）　RSHCP 内の当該計画に係る施設については、既に改修工事が終了し、実際に稼働してい

る。各実験室の占有面積は十分に広く、またその配置に関しては、病原体を取り扱う際のバ
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イオ・セーフティー対策、人と器物・病原体の動線効率・作業効率の確保、交叉汚染の防止

面等において、GLPレベルでもほぼ満足のいくものであった。空調や廃水処理についても、

バイオ・セーフティー対策上、及び交叉汚染防止上からも満足のいくものと判断された。病

原体の保存に関しては、超低温冷凍庫を鍵のかかる構造にするなど、より一層の安全対策が

望まれる。

2）　セーフティー・キャビネットの数、設置位置についても適切であり、最新の設備が整って

いた。またその取り扱いについても、基本に沿って適切に運用されていた。今後HEPAフィ

ルターの定期的検査や、交換などのソフト面での作業手順書（SOP）を整備し、継続的に安

全性を確保する体制の確立が期待される。

3）　耐性結核菌を取り扱うP3レベル実験室については、内部へは立ち入らなかったが、WHO

基準の設備が整備されており、安全対策上の懸念は解消されていた。

4）　各実験室における実験備品・器材についても、必要なものはほとんどすべて最新のもの

が整備されており、日常の維持管理も十分に行われていた。また、使用記録や管理記録（温

度、ガス濃度など）も整理されており、実施計画が開始されていないエンテロウイルス遺伝

子解析用のDNA 増幅装置などの一部を除いては、これらの設備・備品の稼働率は高く、有

効に使用されていた。また、消耗品、消耗器材についても、十分に供給されて効率よく使用

されており、現時点では本事業計画は順調に進捗していることがうかがわれた。

5）　現地で調達した器具・備品については、現地若しくはヨーロッパ諸国の代理店が交換部

品のストックをもっており、修理サービス等の契約もなされていた。一方、日本から直接送

付した備品については、現地の代理店と修理・保守契約を結ぶことが難しく、特に高額な機

器に関しては、適切な修理・保守を行わなければ大きな損失になるので、こうした問題を早

急に解決する必要がある。これと同時に、研究所内の保守管理部門の技師に対するトレーニ

ングが期待される。

6）　血清銀行における、記録簿の整備、血清分注保存、及び冷凍庫管理等の業務については、

適切に行われていた。冷凍庫を置くスペースも十分に広く、当面は問題なく運用できるもの

と判断された。本事業のサーベイランスで収集した健常者の血清を、系統的に保存する体制

は整っており、現在稼働中であるが、今後、保存した血清をどのように活用するか、また実

際の作業をどうするかを検討する必要がある。

（2）人員の配置、及び活用に関する評価

1）　カウンターパートに関しては、すべての部門においてサーベイランス活動の目的がしっ

かりと理解されており、本事業の推進に対する意欲と熱意が強く感じられた。ほとんどのカ

ウンターパートは、適切な研修を受けて、本事業の遂行に必要な基礎知識と基本的技術は十
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分にもっており、今後は彼ら自身でサーベイランスの継続的推進と発展を行うことが期待で

きる。この点において、本事業の目的は達成されていると判断される。

　　しかし、サーベイランスで得られた成績をどのように活用するかという点に関しては、考

え方に若干の違いがあり、公衆衛生行政や診療現場への還元や、将来に向けたデータ・材料

の蓄積の重要さは理解していても、サーベイランス活動の結果を個人の研究業績に反映させ

たいとの考え方も少なからず見受けられた。得られたデータはすべて論文として発表できる

という誤解も見受けられ、また、現在諸外国に依存している分離病原体の詳細な解析をすべ

て自前でやりたいという希望も、一部からは強く述べられた。技術移転はあくまでも手段で

あり、感染症対策全体におけるサーベイランスの意義に関して、しっかりとした考え方を伝

達し、理解を得ることの重要性と難しさが感じられた。

2）　日本におけるカウンターパート研修により、知識として学んだサーベイランス活動を実

際に体験できたことで理解が高まり、帰国後の活動への動機づけが明確になったとして、本

事業の業務活動にその成果が反映できたと、日本での研修はおおむね評判がよかった。ただ

し、研修の具体的な目的や到達目標が必ずしも明確ではない場合もあり、単に日本に留学し

たということで終っている例も指摘された。滞在期間や研修場所についても、一律ではな

く、個々の研修項目や目的に応じて柔軟に対応する必要があろう。

　　また、研修修了者が帰国後に研修成果を活用できる環境に必ずしも配置されなかったり、

研修成果が他の同僚に伝達・共有されることが行われない場合も多く、同じ研修内容を異

なった研修者に繰り返し伝達せざるを得ないという、効率の悪い状況が多かったように感じ

られた。今後は、研修目的とプログラムについてあらかじめ国内・現地との間で十分に打合

せを行い、更に効率のよい研修体制を構築する必要がある。

3）　チームリーダーをはじめ日本人専門家に関しては、基本的な知識・技術の伝達はほぼ十

分な成果をあげており、熱心な指導が高く評価され、感謝されていた。特に、カウンターパー

トと一緒に実験室で実際の作業を行ったり、研究・検査計画や成績の検討・評価・問題点の

指摘など、具体例について日常的に討論することに対しては、強い印象を与えたようであ

る。このように、実験室・検査室における実際の作業を基盤にした個人対個人の人間関係の

構築が重要である。

　　しかし一方では、検査成績に基づくEPI対象疾患のサーベイランスという本事業の目的、

趣旨に必ずしも一致しない技術指導が行われていた例もあったようである。特に、研究に

偏った技術指導は、カウンターパートの興味と研究意欲を刺激して活力を引き出す効果は高

いが、逆に、日常的な業務の遂行が疎かになる傾向も危惧される。また、現役の日本人研究

者の派遣が困難なこともあって、長らく現場を離れていた人が指導する際には、最新技術の

具体的な伝達・指導が困難な場合もあったようである。できれば、実際に現場で活躍中の若
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手・中堅研究者を中心とし、事業の目的、目標等に関し十分に理解し、必要な知識・技術に

ついて研修を受けたあとに派遣するような配慮が必要であろう。

　　また短期専門家派遣の場合には、携行機材の輸送が専門家到着日までに間に合わなかった

ため、予定期間内に十分な技術指導が行えず、お互いに不満が残った例もあった。また、滞

在期間が短いために、現場の実情とその背景に関して、十分な理解を得る前に帰国せざるを

得ない場合もあった。その結果、一部分又は表面のみの印象から事業計画全体の進捗に関し

て、評価・報告がなされる傾向もあったようである。

（3）病原体別活動実績に関する評価

　　時間的な制約のために、各研究室における活動状況については、検査記録や詳細なプロト

コール、結果の集計と評価方法、結果の公表と還元等の詳細な査察は不可能であった。しか

し、各カウンターパートからの聞き取りや、各実験室における検査記録簿、実験操作プロト

コール、成績一覧、学会発表の記録、ポスターなどからは、いずれの部門においても、ほぼ満

足のいく成果を収めていると判断された。

　以下に、各部門における所見を述べる。

1）　ポリオウイルス

　　ポリオ検査室の構造設備、備品、器具などは、十分に整備されており、バイオ・セーフ

ティー対策上の問題や交叉汚染などの危険はないと判断された。細胞継代培養についても、

技術的にも品質管理上からも問題なく実施されていた。また、検査プロトコール、検体記

録、検査記録、成績報告などの記録はすべて完ぺきに整備されていた。

　　WHO のポリオ根絶計画の一環を担って、本研究所で行われている急性弛緩麻痺（AFP）

患者における野生株ポリオウイルスの分離同定とAFP 監視活動は、2002 年２月に実施され

たWHO査察の結果、ようやく満足のいく感度と精度をもつとの認定がなされ、国内ポリオ・

レファレンス・ラボラトリーとしての承認を受けることができた。この認定は、当初期待さ

れた時期よりも遅れたが、トルコのポリオ国内検査センターとしての品質評価をWHOから

受けて、今後のWHOポリオ根絶計画に自信をもって貢献していけるようになったことは、

本事業の大きな成果である。カウンターパートを中心として、AFPサーベイランスに関する

技術的問題は解消しており、今後も信頼性のあるサーベイランスを継続することが期待でき

る。

　　しかし一方、野生型ポリオウイルスの鑑別診断には、日本から技術供与されたモノクロー

ナル抗体による鑑別方法と並んで、WHO標準法である吸収ポリクローナル抗体の導入も必

要であろう。また、国内レファレンス・センターとしては現時点では必ずしも必須ではない

が、今後は、分離ウイルスの遺伝子解析による鑑別と分類法の導入が必要となろう。このた
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めの機材供与も完了しており、また技術的には他の部門において既に確立しているものであ

る。したがって、残り３か月の間に、エンテロウイルスの遺伝子解析に関する技術移転を行

うことは、今後のAFPサーベイランス活動の進展とともに、本事業に有終の美を飾ることに

もなると考えられる。

　　一方、エンテロウイルスの遺伝子解析を行うことが、AFPサーベイランス活動の継続発展

にマイナスの影響を与える可能性については、2002年２月にWHOから強い危惧の念が寄せ

られた。確かに、やっとWHOの認定を受けた段階であり、そのレベルを維持することが最

優先課題である。今回実際に現地を査察した結果、現在の体制では、AFPサーベイランスを

今後維持発展させることが十分に期待できるものの、現有の人員配置では、それ以外の業務

への対応は困難であると判断された。

　　しかし、現在の主任研究員は、エンテロウイルスの遺伝子解析業務を十分に遂行できる知

識と能力をもっており、この技術導入を強く希望している。また、本研究室にはスペース面

では余裕があるため、現在のAFPサーベイランス体制を維持しながら、エンテロウイルスの

遺伝子解析へ業務を拡張する場合には、解析のための実験室をAFPサーベイランスとは独立

させ、更に専任の研究者を配置する必要がある。具体的には、検査担当者を最低１名増員し

て適切に配置することによって、AFPサーベイランス体制にマイナスの影響がないようにす

る。また、検体をあらかじめいくつかに等分するなどの措置によって、オランダのWHO地

域レファレンス・センターへの検体送付等、WHOのAFPサーベイランス活動には影響を与

えないように十分な配慮を払う必要がある。ただし、この件に関しては、あらかじめWHO

への説明と理解（及び同意）を得ることが必要であろう。

　　カウンターパートの強い希望、WHOのAFPサーベイランスの優先度に対する十分な理解

と配慮、WHO等の危惧に対する根拠のある対応計画などを考慮すると、前述の条件が確保

されるならば、当初の計画を進めることが妥当であろう。

2）　麻疹ウイルス

　　トルコにとって麻疹対策は、ポリオに引き続き結核とともに優先順位が高いことが言明さ

れ、今後の麻疹ウイルス検査部門は、サーベイランスをはじめとする麻疹対策において大き

な責任を果たすことが期待されている。

　　WHOの EPI における麻疹対策上の方針では、各国の国内麻疹センターの機能として、血

清IgM抗体の測定による麻疹確定診断と、それに基づく患者発生数の正確な把握が第一に要

求されており、ウイルス分離は当面の必須事項ではない。また、分離ウイルスの遺伝子解析

に基づく遺伝子型の同定についても、現時点における国内センターの機能としては期待され

ておらず、必要な場合には、米国疾病対策センター（CDC）や英国公衆衛生検査室システム
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（PHLS）などのWHO 協力センターに依頼することが基本となっている。

　　現在までに、麻疹研究室において、１名のカウンターパートが日本において基本的な研修

を受け、十分な知識と技術を習得していると判断されたが、その他数名の研修経験者は別の

部署に配置転換されており、必ずしも効率のよい技術移転はなされていない。

　　短期専門家による技術移転により、麻疹ウイルス分離の技術は確立され、多くの検体から

ウイルスが分離されている。しかし、分離ウイルス株は、遺伝子解析のために米国 CDC へ

送付されているため、自分たちの手で遺伝子解析まで行いたいとの分子疫学的研究に対する

強い希望がある。一方、当該研究室においては麻疹IgM抗体測定は行われておらず、現状で

はWHO の要求を満たしていない。

　　EPI を中心とするWHOへの責任と、麻疹ワクチン政策確立のための科学的根拠の提供を

目的とする麻疹患者動向調査、及び抗体保有率に基づく感受性調査の必要性を勘案すると、

現時点における優先順位は、IgM抗体測定体制の確立にあると考えられるため、今後はこの

点に重点を置く必要がある。一方、既に順調に進んでいるウイルス分離体制の継続は、この

まま発展させるべきであるが、分離ウイルス遺伝子解析に関しては、現時点での緊急性はな

く、優先度は低いと判断される。したがって、まず IgM抗体測定体制を確立させ、そのうえ

で各地方衛生研究所に対する同抗体測定の技術指導と精度管理体制を整備し、全国的にも同

抗体測定による麻疹確定診断体制を確立することが重要である。

　　IgM抗体測定体制とその精度管理の確立が達成された時点で、麻疹ウイルス及び分離ウイ

ルスの遺伝子解析を導入することが適当であると考えられる。技術的には、既に他の分野で

は遺伝子増幅と塩基配列決定は導入されているので、プライマーの設計に関する情報と遺伝

子塩基配列に関する解析ソフトウェアの提供が行われれば、自立した解析の継続・発展は可

能であり、現時点で急いで対応する必要性は低いものと判断される。

3）　B 型肝炎ウイルス

　　B型肝炎はEPI対象疾患ではないが、トルコにおける感染症対策上の重要疾患であり、ま

たワクチンも導入されていることから、トルコ政府のワクチン政策決定上からも、その実態

の解明とそれに基づいたワクチン政策の確立が緊急課題となっている。したがって、B型肝

炎ウイルスに対する抗体保有状況の調査は、本事業においても重要な位置を占めていると評

価される。

　　B型肝炎抗体の測定法は確実に技術移転されており、信頼性のある成績が得られている。

今後は、診断キットの安定供給と測定方法の精度管理が課題となる。国内３か所をモデル地

区とした抗体調査では、乳幼児期におけるHBc抗体保有率において地域的に大きな違いが示

された。肝炎ウイルス伝播に関与する生活環境の違いなどが示唆されており、ワクチン接種

方式を含めた肝炎対策を地域ごとにきめ細かく考慮する必要性が示唆された。
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　　今後は対象地域を全国に広げるとともに、地域差の生ずる原因を解明し、これに基づいた

ワクチン接種政策を検討する必要がある。B型肝炎ウイルス保因者を95％減らすことを目標

とする以上、このサーベイランス事業の継続発展は不可欠である。

4）　ジフテリア、百日咳、破傷風

　　実験プロトコール、解析材料と機材、検査記録などは整然とまとめられており、各抗体測

定法の技術移転に関しては、ほぼ完全に行われていたものと判断される。今後、検査の精度

管理体制を確立・継続することが必要である。

　　モデル３地域における年齢別抗体保有状況については、非常に明解な結果がまとめられて

いた。感染症研究室で開発された解析ソフトの提供が近く行われる予定であり、更にコン

ピューター解析の短期専門家が派遣される予定になっている。これらによって、更に詳細な

解析が行われ、論文としての公表及びワクチン接種政策への反映が期待される。

5）　血清銀行

　　血清銀行については、スペースも十分で専任の人材も配置されており、記録簿の整備、血

清分注保存、冷凍庫の管理等の業務は、冷凍庫も新品で、スペースも十分に広く、安全面と

効率面からも適切に行われ、当面は問題なく運用できるものと判断された。

　　本事業のサーベイランスで収集した健常者の血清を系統的に保存する体制は、一応整備さ

れ現在稼働中であるが、今後対象地域を広げて、全国の状況を正確にモニターする体制と、

継続的に収集・保存を続ける体制の確立が必要である。これには、本事業が国のサーベイラ

ンス事業として認定され、継続的に予算措置と採血体制を確保することが必須であるが、こ

れに関しては明確な回答は得られなかった。

　　現状では採血を希望する人が多く、断るのに困惑するということであるが、今後、イン

フォームド・コンセントのあり方や、保存した血清をどのように活用するか、また実際の作

業をどのように進めているか等を検討する必要がある。これらについては、５年後を目途

に、アフターケアのワークショップや短期集中的指導研修などを開催する必要があろう。

6）　サーベイランス報告書（年報）及び病原体検出情報（月報）

　　サーベイランス活動の意義は、その成績を適切に解析し、その結果を必要部署に対して、

活用できる形で還元することである。それには、情報伝達の対象、情報内容の質と量、重要

度、タイミング、理解しやすさ等、多くの要因が絡むが、まず取りまとめた情報を行政及び

公衆衛生関係者、医療関係者に向けて定期的に発信することが基本と思われる。本事業にお

いては、情報発信・還元の目的として、行政当局を対象とした定期的報告書（年報）の出版

が計画されており、既にその一部は実施されている。これに関しては、トルコ語のみではな

く、英文の抄録と、図や表には英文の説明が必須であろう。

　　一方、サーベイランス活動の結果がより早く現場に還元されて、診療や公衆衛生活動に反
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映されるように、病原体検出情報（月報）の出版が 2002 年１月から開始された。いまだ地

方衛生研究所等からの情報提供が十分ではないために、特集記事や海外情報の紹介などが中

心となっているが、このような定期刊行物の配布は、本事業の大きな成果である。この編集

にあたっては、チームリーダーをはじめとする長期専門家とカウンターパートの理解と強い

熱意によるものと思われる。今後この活動をトルコ側のスタッフのみにより、自立的に継続

させるためには、強いリーダーシップをもった人材の確保と幅広い協力体制が必要である。

また、本事業の前提として、十分な予算の確保と専門部署の充実が不可欠であり、行政担当

者、専門医師等を含めた編集委員会を発足させ、報告書、月報の配布先を拡大するなど情報

提供者の拡大と幅広い賛同者の確保が必要であろう。

（4）その他

　　本事業計画では、前プロジェクト「生物製剤品質管理」の協力対象であった分野に関しては

特別な活動は計画されていなかったが、アフターケアとして、品質管理にかかわる多くの短期

専門家が指導を行い、必要な機材・材料等の供給も適宜行われた。さらに、本事業にかかわる

派遣専門家の多くも、実際には前回の事業の継続・発展に多大な協力を行ってきた。仮に、本

事業計画期間中に前プロジェクトのアフターケアが適切になされなかったとすれば、前回の事

業の自立的継続・発展は困難であったと判断される。

　　また、トルコにおけるバイオ技術の基盤は高くなく、国立アンカラ大学医学部の基礎研究部

門においても、経済的な理由もあって、今回導入された遺伝子増幅技術や解析技術、抗体測定

技術はほとんど導入されていないようである。したがって、これらの解析に必要な試薬等消耗

品の供給・入手も不十分であり、これらに関するインフラの整備と予算の継続にはトルコ側の

手当が必須である。これと並んで、本事業により導入された様々な技術に関しても、当面は必

要に応じて我が国から提供する必要があるものと判断される。

　　これまで多くの時間と労力、資金を投入した本事業の成果を無にしないためにも、また今後

更にトルコ側の努力によって継続・発展させるためにも、本事業並びに前回の事業に対する適

切なアフターケアが必要である。
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第４章　プロジェクトの実績

４－１　PDM変更の経緯

　本プロジェクトでは、計画立案時にプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は作成さ

れず、プロジェクト期間の中間点である2000年１月にPDMのバージョン１が作成された。その

後2001年６月にプロジェクト関係者によって成果３の再設定が行われ、合同調整委員会でPDM

の変更の承認を得ている（PDMバージョン２）。この変更内容と理由は次のとおりである。

（1）変更内容

PDMPDMPDMPDMPDMバージョン１バージョン１バージョン１バージョン１バージョン１

レフィク・サイダム中央衛生

研究所（RSHCP）と保健省公衆

衛生総局（PHC総局）との共同

研究システムが確立する。

RSHCPとPHC総局間でよいコ

ミュニケーションが保たれる。

PDMPDMPDMPDMPDMバージョン２バージョン２バージョン２バージョン２バージョン２

RSHCPとPHC総局との技術連

携が促進される

RSHCPとPHC総局の職員間で

技術連携が継続される

成果３の記述

成果３の指標

→

→

（2）変更理由

1）　PDMバージョン1が作成された2000年初頭に、プロジェクト関係者は、プロジェクト目

標である流行予測調査を確立するためには、RSHCPと PHC総局の協力体制の確立が不可欠

と判断したので、「RSHCPとPHC総局との共同研究システムの確立」を成果の第３項目とし

て設定した。

2） しかしプロジェクトの枠組みの外で、RSHCP と PHC 総局の双方が技術連携を開始し、

2001年初頭には、既に「共同研究システムの確立」に相当する体制が確立され始めているこ

とが判明した。

3）　プロジェクト側が「共同研究システムの確立」に固執してプロジェクト枠内に限定した

「共同研究システムの構築」を行えば、既に形成されつつある共同体制との二重構造となっ

てしまう可能性があった。このような状態になった場合、トルコ側にとっても非効率な体制

となるうえに、プロジェクト枠内の共同体制が協力期間中の暫定的な体制として、将来的に

形骸化することを懸念し、プロジェクト側は既存の体制をプロジェクトに活用し、ほかの３つ

の成果達成を促進していく方針を固めた。

4）　この結果、成果の第３項を上記のように変更し、それに伴って指標と活動項目（評価用

PDM 参照）も変更した。

４－２　投入実績

　2002年５月現在の日本側、トルコ側の投入実績は、表４－１と表４－２に示したとおりである。
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表４－１　プロジェクト計画達成度：トルコ感染症対策プロジェクト

実施期間：1997年 10月１日～2002年９月30日

プロジェクトの要約�

上位目標�

トルコにおけるEPI関連感染

症が制圧される。�

�

�

�

�

�

�

�

プロジェクト目標�

実験室データに基づいた流行

予測調査システムが確立され

る。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

成　果�

１　EPI関連疾患（ジフテリ

ア、百日咳、破傷風、ポリ

オ、麻疹）の検査技術が強

化される。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

外部条件�

�

・保健省がEPI疾患対策に対し

て高い優先順位を保持する。�

�

�

�

�

�

�

�

�

・保健省予算がサーベイランス

体制を補助する。��

�

�

�

�

�

�

�

�

・RSHCPとPHC総局の協力関係

が維持される。��

�

�

・訓練された技術者が定着する。

��

�

・上層部がプロジェクトを支持

する。��

指　標�

�

１　EPI関連の罹患率及び死亡率が全国レベルで減少する。�

＊2005年までに麻疹、ジフテリア、百日咳、（新生児破傷風）

の発生件数が2000年のレベルよりも50％減少し、2010年まで

に撲滅される。��

＊2002年までにポリオが撲滅する。��

＊2010年までに、B型肝炎の新規感染者数が現在のレベルから

少なくとも最低でも80％減少する。�

＊2010年までに結核の発生数が少なくとも現在のレベルから

50％減少する。�

�

１　流行予測調査の定期的な報告体制が確立される。�

１－１　プロジェクトで作成した流行予測調査のガイドライン

とマニュアルが保健省によって承認される。�

１－２　RSHCPとPHC総局の協力の下、流行予測調査の報告書

が作成されている。�

�

�

�

�

�

２　感染症予防戦略、感染症対策、予防計画等が立案される。�

２－１　保健省が実験データに基づいた流行予測調査を活動計

画に含める。�

２－２　PHC総局が実験室データに基づいた調査結果を基にして、

感染症予防戦略、感染症対策、予防計画を立案する。�

�

�

１　EPI関連疾患に関する科学的に信頼できる検査成績が得られる。

��

１－１　比較抗体測定成績が信頼できるレベルである。�

�

１－２　病原体分離成績が信頼できるレベルである。�

�

１－３　実験室でのAFPサーベイランス成績が信頼できるレベ

ルである。��

�

１－４　学会発表実績（数）。�

�

�

�

�

実績（達成度）�

�

罹患率：2000年のデータ（10万）�

　麻疹：23.95、ポリオ：0.00、百日咳：0.79、B型肝炎6.16、�

　ジフテリア：0.01、破傷風：0.02、結核：26.3�

死亡率：2000年のデータ（100万）�

　麻疹：0.01、ポリオ：0.00、百日咳：0.01、B型肝炎：6.35、�

　ジフテリア：0.01、破傷風：0.04、結核：データなし�

�

�

�

�

１－１　ガイドラインとマニュアルは、「感染症の届出法」が承

認されるプロセスのなかで、保健省によって統合・承認

される見込みである（2002年内）。�

１－２a　流行予測調査の月報が2002年１月から発行され、トルコ

語で約1,000部が保健省、大学、病院などの保険関連機関

へ配布されている。英語版も発行されている。�

１－２b　評価時点では、第１回目のサムソンでの血清疫学調査の

分のみ報告書が完成している。2002年９月までに残りの

５回分の調査報告書が完成し、それをまとめたものが

2002年内に発行される見込みである。�

�

２－１　「感染症の届出法」の見直しのなかで、保健省は既に実験

室データに基づいた流行予測調査を保健省の活動として

位置づけている。�

２－２　まだ達成されていない。プロジェクト終了後に達成され

る見通しである。�

�

１　EPI関連疾患に関する科学的に信頼できる検査成績が得られて

いる。��

１－１　比較抗体測定成績が信頼できるレベルである。ただし

DPTのELISAはレベルアップする必要がある。�

１－２　病原体分離成績が信頼できるレベルである。ただし性

状分析の技術はレベルアップする必要がある。�

１－３　実験室でのAFPサーベイランス成績が信頼できるレベ

ルである。��

WHOによって国立ポリオ・ラボラトリーに認定された。�

１－４　科学ジャーナルへ科学論文を７本、科学関連の学会へ

12本の研究成果を発表している。�

�

プロジェクトによって、検査技術のガイドラインとマニュアルが作

成されており、検査技術の維持に役立っている。�
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プロジェクトの要約�

成　果�

２　EPI関連疾患（ジフテリ

ア、百日咳、破傷風、ポリ

オ、麻疹、B型肝炎）の流

行予測調査を実施するため

の運営管理と調査技術が習

得される。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

３　RSHCPとPHC総局との技

術連携体制が促進される。�

�

�

�

�

４　血清銀行が設立される。�

外部条件�指　標�

�

２－１　対象３県の免疫保有状況が把握される。�

�

２－１a　調査結果の分析レポートが作成されている。�

�

�

２－１b　保健分野の関係者間（大学、病院含む）において、

分析結果が共有されている。��

�

�

２－２　EPI関連疾患の病原体の発生動向が把握される。�

�

２－２a　調査結果の分析レポートが作成されている。�

２－２b　保健分野の関係者間（大学、病院含む）において、

分析結果が共有されている。��

�

２－３　疫学ユニットが、流行予測調査の計画、実施・実験、

成績収集解析・報告書作成を自立して行える。�

２－４　カウンターパートが、流行予測調査ガイドラインとマ

ニュアルに基づいて、血清疫学調査を自立して実施で

きる。�

�

�

３　RSHCPとPHC総局のスタッフ間で、技術的な連携が継続的に行

われている。�

３－１　RSHCPとPHC総局間で定期的なミーティングが開かれ

ている。�

３－２　共同活動が行われている。�

�

４　調査で集められた血清がPSHCPで適切に保管・管理される。��

�

�

�

４－１　ガイドラインが定められており、これに基づいて運営

されている。�

４－２　マニュアルが作成されており、これに従って作業が行

われている。�

４－３　保存管理用コンピューター・プログラムが作成されて

おり、これによって血清が保管管理されている。�

４－４　管理表が整備されている。�

４－５　血清保管用冷凍庫の温度が毎日チェックされている。�

実績（達成度）�

�

２－１　プロジェクト終了時には対象３県の免疫保有状況が把握さ

れる見通しである。�

２－１a　調査結果の分析レポートは、サムソンでの第１回調

査のみ作成されている。残りの５回は、プロジェク

ト終了時までに作成される見込みである。��

２－１b　サムソンでの第１回調査の結果は、保健分野の関係

者間（大学、病院含む）に配布されている。トルコ

語で約1,000部、英語で約350部が配布されている。

��

２－２　EPI関連疾患の病原体の発生動向を把握するシステムが確

立している。��

２－２a　調査結果を記録するシステムは確立している。��

２－２b　検査結果を依頼機関へフィードバックする体制は確

立している。全体的に病原体の発生件数が少ないため、

今後改善を重ねていく予定である。�

２－３　右記のランクで、評価時点ではBランクである。残り

の協力期間でAランクに到達する見込みである。�

２－４　RSHCPのカウンターパートは右記のランクでB

ランク、地方衛生研究所のカウンターパートは

Cランクである。残りの協力期間で、RSHCPの

カウンターパートはAランクに到達する見込み

である。��

３　RSHCPとPHC総局の関係が向上し、両者のスタッフ間の

連携が深まっている。�

３－１　RSHCPとPHC総局間で定期的なミーティングが

開かれている�

３－２　RSHCPとPHC総局間で様々な共同活動が展開さ

れている。�

４　調査で集められた血清がRSHCPで適切に保管・管理さ

れている。ただし今後は、冷凍庫に安定した電力を供給するた

めに、自家発電機から電力を供給するように対策を立てるべき

である。��

４－１　ガイドラインが2002年初めに作成され、これに基づい

て運営されている。�

４－２　マニュアルも2002年初めに作成され、これに従って作

業が行われている。�

４－３　保存管理用コンピューター・プログラムが作成されて

おり、これによって血清が保管管理されている。�

４－４　在庫管理表が作成され、記録保管されている。�

４－５　血清保管用冷凍庫の温度は毎日チェックされている。�

�

2002年１月にシンポジウムがアンカラで開催され、中央レベル

の保健関係者と対象３県の保健関係者に対して血清銀行の設立

の趣旨とこれまでの成果を発表した。�

〈指標２－３、２－４の「自立して行える」

の判断基準〉�

Aランク：流行予測調査の計画、実施・検

査、成績収集解析・報告書作成が専門家の

指導を必要とせず自立して実施できる。��

Bランク：流行予測調査の計画、実施・検

査までは自立して実施できるが、成績収集

解析・報告書作成に関しては専門家の指導

を必要とする。��

Cランク：流行予測調査の計画までは自立

して実施できるが、実施・検査、成績収集

解析・報告書作成に関しては専門家の指導

を必要とする。�
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表４－２　投入実績

活　動�

１－１　実験室を改修する。�

１－２　RSHCPの技術者及びアシスタントを訓練する。��

１－３　地方衛生研究所の技術者を訓練する。�

１－４　ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹に関する住民

の免疫保有状況を監視するための抗体測定標準技術を確立

する。��

１－５　ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹、B型肝炎の

病原体の分離同定、性状分析技術及び血清学的診断技術を

改善する。�

１－６　結核菌の安全捜査と管理方法を改善する。�

�

２－１　ワーキングチームを組織する。�

２－２　RSHCP及び地方衛生研究所における流行予測調査技術を向

上させる。��

２－３　調査対象地域におけるトレーニング・プログラムを実施する。�

２－４　対象３県で血清疫学調査を実施する。�

２－５　調査結果を記録、分析、報告するためのシステムを確立する。�

２－６　感染源調査を実施する。�

２－７　血清サンプルや分析結果等の情報ネットワークシステムを

改善する。�

�

３－１　RSHCPとPHC総局間で技術的意見交換を行う。�

３－２　RSHCPとPHC総局間の連携活動を実施する。�

３－３　RSHCPとPHC総局が合同で活動評価を行う。�

�

４－１　血清銀行の設置場所を建設する。�

４－２　機材を設置する。�

４－３　フルタイムの職員を配置する。�

４－４　血清銀行管理ガイドラインを作成する。�

４－５　担当職員を訓練する。�

投入予定�

トルコ側�

＊プロジェクト実施用の実験室改修工事費用（AB&C棟）��

＊カウンターパート��

＊技術者及びアシスタント��

＊日本人専門家の国内移動交通費��

＊消耗品と試薬��

＊流行予測調査活動時の調査用スタッフ��

＊事務的サポート��

�

�

�

日本側�

長期専門家�

＊チームリーダー��

＊調整員��

＊専門家��

　１　サーベイランス�

　２　血清銀行�

　３　細菌感染症�

　４　ウイルス感染症�

�

短期専門家�

　１　コンピューター・プログラミング�

　２　実験動物�

　３　機材保守管理�

　４　シンポジウム、ワークショップ�

　５　その他合意に基づいて要請される分野の専門家�

�

＊機材��

EPI関連疾患ラボ技術用機材、流行予測調査用機材、実験室内感

染症防止機材ほか��

�

＊研修員受入れ�

投入実績�

トルコ側�
●実験室改修工事費用（AB&C棟） ２兆6,625億トルコリラ��

＊カウンターパート・技術者：��

　１　RSHCP： 49人�

　２　RBL： ５人�

　３　PHC： ８人�

　４　調整員（３）： １人／年�

　　（2002年５月現在）�

�

＊現地業務費 1,015億トルコリラ��

（交通費、消耗品、試薬等）�

�

�

日本側�

＊長期専門家：� （23.3人／年：延べ９人）�

　１　チームリーダー （4.8人／年）��

　２　調整員（２） （5.0人／年）��

　３　ウイルス製剤管理 （2.0人／年）��

　４　細　菌 （3.0人／年）��

　５　結核対策 （2.0人／年）��

　６　ウイルス学 （2.5人／年）��

　７　ウイルス感染症流行予測 （2.0人／年）��

　８　細菌感染症流行予測 （2.0人／年）��

�

＊短期専門家：� 26人�

（2002年５月現在）�

�

＊供与機材：� ２億6,859万1,000円��

＊携行機材：� 4,018万7,000円��

�

＊現地業務費：� 2,267万8,000��

�

＊研修員受入れ：� 20人�

（2002年９月予定）�
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４－３　活動実績

　本プロジェクトでは、プロジェクト目標達成のために４つの成果が設定され、各成果を達成す

るためにそれぞれの活動が設定された。以下に終了時評価用のPDMに基づいて、プロジェクト

の主な活動実績を成果ごとに示す。

成果１： 予防接種拡大計画（EPI）関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹）の

検査技術が強化される

活　動

１－１　実験室を改修する。

１－２　RSHCP の技術者及び

アシスタントを訓練する。

１－３　地方衛生研究所の技術

者を訓練する。

１－４　ジフテリア、百日咳、破

傷風、ポリオ、麻疹に関す

る住民の免疫保有状況を

監視するための抗体測定

標準技術を確立する。

１－５　ジフテリア、百日咳、破

傷風、ポリオ、麻疹、B型

肝炎の病原体の分離同定、

性状分析技術及び血清学

的診断技術を改善する。

１－６　結核菌の安全操作と管

理方法を改善する。

進捗状況

完　了

完　了

現在も進行中

ほぼ完了

ほぼ完了

完　了

留意事項

－

・長期専門家、短期専門家、日本での研修

などによってRSHCPの技術者とアシス

タントの訓練は完了している。

・地方衛生研究所の技術者に対する技術指

導は、まだ完了しておらず、プロジェク

ト終了時までに、より一層の技術の向上

が望まれる。

・プロジェクト終了後もRSHCP側が必要に

応じて地方衛生研究所へのトレーニング

を行っていく予定である。

・ジフテリア、破傷風、百日咳に関する血

清抗体検査（ELISA）手法の技術指導が

完了していない。作業手順マニュアル書

は、必要に応じて更新していく。

・百日咳と麻疹に関する分子解析について、

技術指導が完了していない。他の疾病に

関する検査技術はトルコ側で、その技術

を維持、向上できるレベルに達してい

る。

・結核の実験室に安全キャビネットが設置

され、適切に運営されている。その結果、

P3レベルの実験室が確立した。

・運営マニュアルもトルコ語で完備されて

いる。
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成果２： EPI関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹、B型肝炎）の流行予測調

査を実施するための運営管理と調査技術が習得される

活　動

２－１　ワーキングチームを

組織する。

２－２　RSHCP及び地方衛生研

究所における、流行予測

調査技術を向上させる。

２－３　調査対象地域における

トレーニング・プログラ

ムを実施する。

２－４　対象３県で血清疫学

調査を実施する。

進捗状況

完　了

完　了

完　了

ほぼ完了

留意事項

－

・疫学ユニットが設立され、専任のカウン

ターパートが３人配置された。

・流行予測調査の業務内容・要請内容

（TOR）が作成され、PHC総局と連携して

流行予測調査のガイドラインも作成され

た。

・今後は、保健省が見直しを行っている「感

染症の届出法注１」に統合される予定であ

るため、その枠組みに合わせて、TORと

ガイドラインを調整する必要がある。

・血清疫学調査の実施前に、地方衛生研究

所、県保健局、保健所の関係者を対象と

したトレーニングが実施された。

・感染源調査の周知と調査システムの概要

を説明することを目的としたワーク

ショップが、2001 年アンカラで開催さ

れ、対象３県の県衛生部、地方衛生研究

所の職員が参加した。またサムソンで

は、保健所の医師も召集して、感染源調

査のトレーニング・プログラムを実施し

た。

・今後もトレーニング・プログラムは

RSHCP主導で実施していく予定である。

・対象３県で、それぞれ２回の血清疫学調

査が実施された。

・第１回のサムソンにおける調査について

は、報告書が完成している。

・残りの５回の調査に関しては、現在実験

室で検査中であり、2002年９月までに終

了する見込みである。

注１　感染症の発生を保健所や医療機関などを通じて届け出ること。トルコで見直しを行っているシステムでは、感染症48疾患を

網羅するが、そのうちの９疾患に関しては、実験室での検査結果の報告を義務づけることになる。
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活　動

２－５　調査結果を記録、分析、

報告するためのシステム

を確立する。

２－６　感染源調査を実施する。

２－７　血清サンプルや分析結

果等の情報ネットワーク

システムを改善する。

進捗状況

ほぼ完了

完　了

完　了

留意事項

・専門家によって、調査結果を記録、分析、

報告するためのコンピューター・プログ

ラミングが導入された。2001年から稼動

している。

・ただし、感染源調査のプログラミングは

未完成である。

・実験室データの分析・報告書作成の技術

をプロジェクト終了時までに強化する必

要がある。

・感染源調査を実施する体制が確立した。

ガイドラインとマニュアルが作成され、

２－３で述べたようにトレーニング・プ

ログラムも実施されている。

・この感染源調査は、病原体の発生が確認

されて初めて検査を行うシステムである

ため、現在も継続して実施されている。

・立ち上げから現在まで病原体が発生した

ケースが非常に少ないため、経験を積み

ながらシステム全体やコンピューター・

プログラムの見直しを行っていく必要が

ある。

・日本とトルコ側の協議の結果、予算額の

制限やトルコ側のキャパシティを考慮

し、まずは実行可能な範囲から情報ネッ

トワークを構築することになった。現在

では、検査結果をサンプル発送元に

フィードバックするために、ファクシミ

リを活用している。緊急の場合は、電話

での結果報告をまず行い、その後にファ

クシミリで送ることになっている。

・結果通知のフォーマットは、プロジェク

トが作成したマニュアルで規定されてい

る。
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成果３： RSHCPとPHC総局との技術連携体制が促進される

４－４　成果の達成度

　本プロジェクトでは、プロジェクト目標の達成のために、４つの成果を設定している。既存資

料のレビュー、関係者へのインタビュー、評価ワークショップを通じてその達成状況を次のよう

に判断した。

活　動

３－１　RSHCPとPHC総局間で

技術的意見交換を行う。

３－２　RSHCPとPHC総局間の

連携活動を実施する。

３－３　RSHCPとPHC総局が合

同で活動評価を行う。

進捗状況

完　了

完　了

完　了

留意事項

・実験室に基づいた流行予測調査に関する

技術的な意見交換から、運営面での議論

が活発に行われている。

・プロジェクトでカバーしているEPI関連

疾患に関する様々な会議やワーキング・

グループで、両者が連携を行っている。

・保健省が現在見直している「全国調査シ

ステム」と「感染症の届出法」に関する

議論も両者が連携して実施している。

・各血清疫学調査の実施後に、両者間で活

動評価が行われた。

成果４： 血清銀行が設立される

活　動

４－１　血清銀行の設置場所を

建設する。

４－２　機材を設置する。

４－３　フルタイムの職員を配

置する。

４－４　血清銀行管理ガイドラ

インを作成する。

４－５　担当職員を訓練する。

進捗状況

完　了

完　了

完　了

完　了

完　了

留意事項

－

－

・疫学ユニットのスタッフが、血清銀行の

管理者として配置された。

・ガイドラインはドラフト段階であり、他

のガイドラインやマニュアルと同様に保

健省（承認を得るべき機関が変わる可能

性もある）の承認を待っている状態であ

る。

・担当職員は、専門家によって訓練された。

・血清銀行の成果は、2002年１月にアンカ

ラで開催されたシンポジウムで保健関係

者に発表された。
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成果１：EPI関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹）の検査技術が強化される。

指標：EPI関連疾患に関する科学的に信頼できる検査成績が得られる。

１－１　比較抗体測定成績が信頼できるレベルである。

１－２　病原体分離成績が信頼できるレベルである。

１－３　実験室の急性弛緩麻痺（AFP）サーベイランス成績が信頼できるレベルである。

１－４　学会発表実績（数）注２。

　総合的に判断して、カウンターパートの技術レベルは流行予測調査を動かすために十分な「科

学的に信頼できる検査結果」が得られるレベルに達しており、EPI関連疾患の検査技術は強化さ

れたといえる。具体的に指標で達成度を測ると、指標１－１で示されている「比較抗体測定」の

なかで、麻疹、ポリオの抗体測定では、科学的に信頼できる検査結果が得られている。ジフテリ

ア、百日咳、破傷風におけるELISAの技術も向上しているが、信頼できるレベルに到達するため

には残りの期間でレベルアップする必要がある。指標１－２の「病原体分離」の技術注３も科学的

に信頼できるレベルにまで達しているが、性状分析の技術は今後改善する必要がある。またプロ

ジェクトは、「実験室の検査手順マニュアル（Manuals for Laboratory Procedures）」を作成して

おり、実験室で移転された検査技術の維持・向上に役立っている。

　１－３の指標について、2002年２月にRSHCPは、ポリオの国のレファレンス・ラボラトリー

としてWHOより承認を受けている。これによってポリオに関する実験室のAFPサーベイランス

成績は、信頼できるレベルに達していることが証明された。

　１－４の指標については、本プロジェクトのカウンターパートは科学ジャーナルへ科学論文を

７本、科学関連の学会へ12本の研究成果を発表しており（付属資料４．参照）、この点からも検

査成績は科学的に信頼できる水準に達していると判断された。

成果２： EPI関連疾患（ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹）の流行予測調査を実施する

ための運営管理と調査技術が習得される。

指標：

２－１　対象３県の免疫保有状況が把握される。

　２－１a　調査結果の分析レポートが作成されている。

　２－１b　関係者間において、分析結果が共有されている。

２－２　EPI関連疾患の病原体の発生動向が把握される。

　２－２a　調査結果の分析レポートが作成されている。

　２－２b　関係者間において、分析結果が共有されている。

２－３　疫学ユニットが、流行予測調査の計画、実施・実験、成績収集解析・報告書作成を自立

注２　学会へ研究結果を報告するためには、実験室のデータが信頼できる水準に達しているかどうかを学会がチェックするため、「科

学的に信頼できる検査成績が得られているかどうか」を測る一つの指標となる。

注３　麻疹ウイルス、ジフテリアと百日咳の細菌の分離技術は確立している。
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〈指標２－３、２－４の「自立して行える」の判断基準〉

Aランク： 流行予測調査の計画、実施・検査、成績収集解析・報告書作成が専門家の指導

を必要とせず自立して実施できる。

Bランク： 流行予測調査の計画、実施・検査までは自立して実施できるが、成績収集解析・

報告書作成に関しては専門家の指導を必要とする。

Cランク： 流行予測調査の計画までは自立して実施できるが、実施・検査、成績収集解析・

報告書作成に関しては専門家の指導を必要とする。

　全体的に、評価時点においてRSHCPのカウンターパートは、EPI関連疾患の流行予測調査を実

施するための基本的な運営管理・調査技術を習得していると判断された。この取得レベルを判断

するために、カウンターパートが専門家の指導を必要とせずに、流行予測調査が実施できる判断

基準を上記「指標２－３『自立して行える』、２－４『自立して実施できる』の判断基準」のよ

うに設定した。流行予測調査の中核を担う疫学ユニット（感染症研究部内に設定）、その他の

RSHCPカウンターパート、地方衛生研究所の３つのレベルで判定を行った。その結果は次のとお

りである。

部　署 判定結果

疫学ユニット（流行予測調査の中核を担っている） B ランク

RSHCP の他のカウンターパート B ランク

地方衛生研究所 C ランク

　このように、疫学ユニットとRSHCPカウンターパートのレベルは、流行予測調査の「成績収

集解析・報告書作成」の部分に関して、専門家の指導を必要としているという判定であった。た

だし、プロジェクト終了時までの残り４か月の期間で、成績収集解析・報告書作成の指導を行う

ことができれば、疫学ユニットとRSHCPのカウンターパートの技術レベルはAランクに達する

見込みである（評価時点までにAランクに達しなかった理由については、「５－２　有効性」を

参照）。また、この成績収集解析に必要なコンピューター・プログラミングが完成しておらず、こ

の部分の技術移転を完了するためには、コンピューター・プログラミングの完成が必要不可欠で

ある。地方衛生研究所に関しては、プロジェクト開始前と開始後を比較すると実験室での検査技

術は向上したと評価できるが、今後もまだ向上させる必要があるという判断で、Cランクである

して行える。

２－４　カウンターパートが、流行予測調査ガイドラインとマニュアルに基づいて、血清疫学調

査を自立して実施できる。
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と判断された。

　指標として設定されている「２－１　対象３県の免疫保有状況が把握される」に関しては、プ

ロジェクト目標の達成度で述べたように、対象３における合計６回の調査のうち、サムソンの第

１回の調査のみが報告書として完成している。残り５回の調査は現在実験室で検査中であり、９月

までにはすべての検査が終了する見込みである。このサムソンの報告書は、RSHCPジャーナルの

増刊号としてトルコ語と英語で発行され、トルコ語は月報と同様に国内の保健関連機関に配布さ

れ、英語版は世界保健機関（WHO）や欧州連合（EU）の関連機関に配布されている。

　設定された指標の「２－２　EPI関連疾患の病原体の発生動向が把握される」も達成されてい

る。本プロジェクトでは、感染源調査の体制を確立するために、実験室の技術がある程度レベル

アップした2001年12月にワークショップを開催し、保健関係者を対象に感染源調査の実施体制

を説明した。これによって、病原体の発生が認められた場合は、地方の保健所などからサンプル

が送付され、RSHCPで検査を行ったあと、その結果をマニュアルにある所定のフォームを活用し

て、サンプルを送付した機関へフィードバックを行うという体制が確立した。これは病原体の発

生が認められた場合、随時実行されるシステムであるため現在も継続して行われている。

　このように、評価時点においては、まだ技術移転が完了していない部分もあるが、プロジェク

ト終了時までには予定していた技術移転が完了する見込みが高いと判断される。したがって、全

体的にカウンターパートはEPI関連疾患の流行予測調査を実施するための運営管理と調査技術を

取得したと評価できる。

成果３：RSHCPとPHC総局との技術連携体制が促進される。

指標３：RSHCPとPHC総局のスタッフ間で、技術的な連携が継続的して行われている。

３－１　RSHCPとPHC総局間で定期的なミーティングが開かれている。

３－２　共同活動が行われている。

　1999年の末にRSHCPとPHC総局間の関係が改善し始めてから、数多くの合同会議や共同活動

が行われ、今日に至るまで両者間の技術連携体制とコミュニケーションが促進されてきた。また、

対象３県における血清疫学調査の評価もRSHCPとPHC総局が共同で行っている。定期的なミー

ティングと合同活動の実績は添付資料に示したとおりである（付属資料５．参照）。
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成果４：血清銀行が設立される。

指標４：調査で集められた血清がPSHCPで適切に保管・管理される。

４－１　ガイドラインが定められており、これに基づいて運営されている。

４－２　マニュアルが作成されており、これに従って作業が行われている。

４－３　保存管理用コンピューター・プログラムが作成されており、これによって血清

が保管管理されている。

４－４　管理表が整備されている。

４－５　血清保管用冷凍庫の温度が毎日チェックされている。

　血清銀行は設立され、その運営方法も基本的に確立している。プロジェクトで作成された「血

清銀行のガイドラインとマニュアル（Guideline and the Manual for the Serum Bank）」にのっとっ

て、血清が保管・管理されている。対象３県で収集された血清のサンプルは、プロジェクトで設

計されたコンピューター・プログラムで管理されており、在庫管理も適切に行われている。ただ

し、現在血清を保管している冷凍庫は、自家発電機から電源を供給していないため、安定した電

力の供給を確保できるよう今後対策を立てる必要がある。

　2002年１月に開催されたシンポジウム「トルコにおける感染症制圧のための実験室データに基

づいた調査システム注４」で、血清銀行の設立が、中央レベルと対象３県の保健関係者に発表され、

設立の趣旨、運営と利用方法について説明が行われた。これによって、トルコ側にとって新しい

概念であった血清銀行の設立が関係者で理解されプロジェクトの実施を促進した。

４－５　プロジェクト目標の達成度

　本プロジェクトの目標は、「実験室データに基づいた流行予測調査システムが確立される」こ

とである。この達成度を測るために、次の２つの指標が設定されており、その達成度は次のとお

りである。

注４　　“Symposium on Laboratory Supported Surveillance System for Controlling the Infectious Diseases in Turkey”
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指標１：流行予測調査の定期的な報告体制が確立される。

１－１　プロジェクトで作成した流行予測調査のガイドラインとマニュアルが保健省によって承認

される。

・流行予測調査のガイドラインとマニュアルは2002年初頭にドラフトが作成され、PHC総局

と保健省に提出された。

・ただし、本プロジェクトで立ち上げた実験室データに基づいた流行予測調査は、現在PHC総

局が中心となって行っている「感染症の届出法（Notification System）注５」に統合されるこ

とになる。

・したがって、本プロジェクトで作成した流行予測調査のガイドラインは、「感染症の届出法」

が改正されるプロセスのなかで統合・承認される見通しである。この「感染症の届出法」は

2002年内に承認される見通しである。

１－２　RSHCPとPHC総局の協力の下、流行予測調査の報告書が作成されている。

・ RSHCPとPHC総局の共同制作物として、流行予測調査の月報が2002年１月から発行され

ている。現在１～３月号まで発行され、４月号は印刷中である。この月報は、トルコ語で約

1,000部発行され、保健省、大学、病院などの保健関連機関や個人へ送付されている。

・モデル地区であるサムソン、アンタルア、ディアルバクル３県で、各２回（合計６回）の血

清疫学調査を行っており、評価時点ではサムソンの第１回目の調査報告書が英語とトルコ語

で作成されている。残りの５回の調査に関しては実験室での検査処理中（2002年９月に全

検査完了予定）であり、全調査の報告書が完成した時点で冊子としてまとめる予定である。

この冊子には、６回の調査における地域別、年齢別、男女別などの比較分析結果を掲載する

ことになっている。

指標２：感染症予防戦略、感染症対策、予防計画等が立案される。

２－１　保健省が実験室データに基づいた流行予測調査を活動計画に含める。

・前述のとおり「感染症の届出法」の見直しが行われており、このプロセスのなかで、既に保

健省は実験室データに基づいた流行予測調査を保健省の活動の一つとして位置づけ、双方の

整合性を取っている。

２－２　PHC総局が実験室データに基づいた調査結果を基に、感染症予防戦略、感染症対策、予防

計画を立案する。

・保健省が「感染症の届出法」の見直しを完了すること、本プロジェクトで実施した対象

３県での調査結果の報告書が完成することの２点がクリアーされていないため、評価時点に

おいては、PHC総局が実験室データに基づいた調査結果を基に、感染症予防対策などを立

案する段階にまでは至っていない。

・ただし、保健省が実験室データの重要性を認識していることから判断して、「感染症の届出

法」が承認された後にこの指標が達成される見通しは高いと判断されている。

注５　2002年１月から本格的な見直しが行われている。ワーキング・グループが結成されており、メンバーにRSHCPのカウンター

パートも含まれている。
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注６　1999年６月の巡回指導調査団派遣の際のトルコ側との協議、日本でのカウンターパート研修の実施、トルコ側幹部へ根気強

く説明したこと、1999年終盤において保健省大臣が国会の場で本プロジェクトの重要性を明言したこと、同時期にPHC総局の

プロジェクトへの関与が得られたこと、2000年初頭にプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法が導入され、プ

ロジェクト関係者間で目標に対するコンセンサスが得られたことなどが要因としてあげられる。

　上記の２つの指標の達成度状況より、プロジェクト終了時までにPDMで設定されたプロジェ

クト目標を達成することは難しいが、全体的に、次の条件がクリアーされれば、協力期間終了後

の2002年終盤あるいは2003年の前半に「実験室データに基づいた流行予測調査システムの確立」

が達成されると判断できる。

1）　予定どおり 2002 年内に保健省（最終的な意思決定機関）が改正中の「感染症の届出法」を

承認すること。

2）　予定どおり「感染症の届出法」の改正プロセスのなかで、実験室データに基づいた流行予

測調査もその枠組みに統合されること。

3）　対象３県における検査処理が滞りなく行われ、各種報告書が予定どおりに完成すること。

4）　完成した報告書（実験室データと解析結果）が滞りなく PHC 総局に提出され、それに基づ

いて PHC 総局が感染症予防戦略、感染症対策、予防計画を立案すること。

４－６　プロジェクトの効果

（1）実験室の検査技術が飛躍的に向上したこと

　　プロジェクト開始以前と比較すると、カウンターパートの検査技術は飛躍的に前進したとい

える。また、プロジェクト前半の様々な障壁があり専門家による技術移転に多大な制約があっ

た点を考慮すると、短期間で大きな前進を遂げたといえる。

（2）保健省が実験室データを信頼に値するものと認識し始めたこと

　　EPI関連疾患に関する実験室の検査技術が向上したことによって、保健省が実験室データを

信頼し始め、評価時点では「感染症の届出法」をサポートする要素として、実験室データを活

用する方針を固める段階にまで到達している。

（3）感染症の発生動向を調査する仕組みが強化される見通しがついたこと

　　実験室データに基づいた流行予測調査システムは、トルコにとって新しい概念であったた

め、関係者での理解を得るためには時間を要した。しかしプロジェクト関係者の努力や他の諸

要因注６によって、プロジェクトの後半は円滑に活動が行われ、同システムの基盤が確立したと

いえる。

　　本プロジェクトはモデルケースであるため、その効果は限定されているが、将来これが全国
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展開されるようになれば、トルコ全体で、科学的根拠に基づく感染症流行の実態把握が可能と

なる。PHC総局が行っている既存の患者情報の収集と併せて実験室データに基づいた調査が全

国的に確立されれば、感染症の発生動向を常時調査するシステムの基盤が強化されることにな

る。

　　さらに、実験室データと分析に基づいて、感染症予防戦略が立案されるようになれば、ワク

チンの効率的な投与が可能となる。

（4）地域住民へ感染症の病原体に対する免疫状況がフィードバックされる

　　またこのシステムでは、採血に協力した地域や地域住民に対して検査結果をフィードバック

する仕組みも含まれている。したがって、個人レベルでは、以前受けた予防接種が現在どの程

度有効なのかどうかなど、自己の免疫力を地域の保健所の医師を通じて知ることができる。ま

た地域レベルでは、地域住民の免疫状況を男女別、年齢別等で把握できるため、県保健衛生部

で疾病の発生に対して迅速な対応がとれることになる。

（5）RSHCP と PHC 総局の関係が飛躍的に改善されたこと

　　プロジェクト開始当初は両者間の関係は良好ではなく、コミュニケーションも確立されてい

なかった。RSHCPは保健省直轄の研究所（Presidency）であり、予算面の権限も強かった。し

かし、近年 RSHCP の政治的な力は衰えてきており、PHC 総局側自身は RSHCP より上のラン

クにあるという意識がみられ、これが両者間の関係をこじれさせる理由でもあった。さらに、

RSHCP所長とPHC総局長との個人的な関係が良好かどうかによって、組織間の関係も大きく

左右される傾向が強かった。結果的には多大な時間を要したが、プロジェクトの実施によって

両者がコミュニケーションをとる機会が拡大し、関係も徐々に改善されていった。評価時点に

おいては、プロジェクト以外の面でも多くの連携活動が展開されていた。

４－７　流行予測調査について

　流行予測調査とは、予防接種事業の効果的な運用を図ることを目的としており、主に次のよう

な活動で構成されている。

①　集団の免疫状況を把握する調査

　　感受性（疫学）調査とよばれ、ある時点における社会集団の免疫力保有の状況を調査する。

年齢、地域別に分析し、免疫状況の分布を把握する。

②　病原体の検索調査

　　流行前の病原体の潜伏状況と潜在的な流行を把握する調査と、患者について診断による確認

を行うために検査を行って、病原体の種類と感染源の存在を確認する調査とがある。
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③　各種の疫学資料を活用した総合的な分析

　　①、②の調査と各種疫学資料を参照し、どのような感染症が発生する可能性が高いのか、そ

の発生を最小限に防ぐための対策を立てる、あるいは発生していればそれを最小限に留める対

策を立てることになる。

４－８　感染症の発生動向を把握する仕組み

　日本において、感染症の発生動向を把握するシステムを構成しているのは、「患者情報」「病原

体情報」の２本の情報ラインである。「患者情報」とは、医療機関から特定の感染症の疾病が発

生したと届出が行われることである（患者発生情報の収集）。「病原体情報」は、実験室での検査

によって裏づけられる情報であり、これは上記の流行予測調査でもある。日本では、この２つの

情報ラインが車の両輪として、感染症の発生情報を支えている。患者情報は病原体情報によって

裏づけられ、両者の発生パターンの比較データが、感染症対策にとって非常に有効となってくる。

　しかし、プロジェクト開始前のトルコにおいて、PHC総局の感染症調査システムのなかには、

医療機関からの届出による患者情報収集ラインしか存在せず、実験室での検査を請け負っている

RSHCPの役割も限定されていた。そこで、感染症疾病の発生動向を的確に把握するために、トル

コに「病原体情報」のラインを導入する必要があると判断された。このためには、RSHCPの実験

室における検査技術を向上させ、実験室データに基づいた流行予測調査システムの導入が適切で

あると判断され、本プロジェクトがスタートしたのである（図４－１　参照）。
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第５章  評価５項目による評価結果

　本章では、プロジェクト実施の妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の５つの観

点（評価５項目）からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。

５－１　妥当性

（1）トルコの政策との整合性

　　本プロジェクトの上位目標である「トルコにおける予防接種拡大計画（EPI）関連感染症が

制圧される」は、評価時点においても保健省が重点項目として掲げている目標である。保健省

は「21 世紀にすべての国民に健康を：トルコのターゲットと戦略注７」（付属資料６．参照）の

なかでEPI関連の感染症制圧を掲げている。また保健省公衆衛生総局（PHC総局）も「2000年

PHC総局発表の行動計画－EPI関連感染症に関する情報注８」（付属資料 ７．参照）のなかで、

EPI関連の感染症制圧の目標を掲げており、トルコの政策と本プロジェクトの内容との整合性

がとれている。

（2）ターゲット・グループの視点からの妥当性

　　2000 年初頭に実施されたプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップ

で、本プロジェクトのターゲット・グループは PHC総局であることが確認された。今回の評価

調査を通じても、PHC総局の役割は、感染症の制圧のために主導的な役割を担うことであり、依

然本プロジェクトの内容がPHC総局のニーズに合致していることが確認されている。また、現

在見直しが行われている「感染症の届出法」の改正の中心的な役割を担っているのもPHC総局

であり、この点においてもプロジェクトの内容はPHC総局のニーズに合致しているといえる。

（3）実施機関の視点からの妥当性

　　改正中の「感染症の届出法」は、感染症 48 疾患を網羅するが、そのうちの９疾患について

は、実験室での検査結果の報告を義務づけている。レフィク・サイダム中央衛生研究所

（RSHCP）は国立レファレンス・ラボラトリーとして、法律注９でその責任範囲や活動が規定さ

れており、「感染症の届出法」が改正されたあとも、国立リファレンス・ラボラトリーとして

これを支える重要な役割を果たす。したがって、プロジェクトの内容はRSHCPの役割にも合

致している。

注７　“Health for All in 21st Century: the Target and Strategies of Turkey”

注８　“Related Information on EPI Related Infectious Diseases from the Action Plan prepared by General Directorate of Primary Health Care,

Ministry of Health 2000”

注９　The Law No. 1267 effective in 1928, stated in the brochure of Refic Saydam Hygiene Center.
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（4）プロジェクト計画の妥当性

　　次のような理由によって、プロジェクト計画は妥当ではなかったと評価された。

1）　計画段階において、日本側とトルコ側のプロジェクト関係者間で「流行予測調査システ

ム」に対する共通の認識がもたれていなかった。共通の認識をもてなかった理由は、この流

行予測調査システムがトルコ側にとって、新しい概念であったこと、「調査」（協議では「サー

ベイランス」という言葉を使用）といっても様々な内容、規模の調査があり、プロジェクト

の関係者が個別のイメージを抱いてしまったことがあげられる。この状態を十分に察知する

ことなくプロジェクトがスタートしたため、結果的に個々のプロジェクト活動が円滑に進ま

ない原因となった。

2）　1997 年に実施協議調査団が派遣され、プロジェクトの枠組みを協議した際に PHC総局が

ターゲット・グループとして認識されず、プロジェクトの枠組みにも含まれなかった注10。こ

の実験室データに基づいた流行予測調査では、PHC総局の協力・協働なくしては実行不可能

なため、プロジェクトの計画段階でPHC総局の関与が得られなかったことは、プロジェクト

の促進を阻害した要因となった。実際に関与が得られた 1999 年になって、初めてプロジェ

クトは円滑に実施されるようになった。

５－２　有効性

（1）プロジェクト目標の達成度

　　調査の結果、プロジェクト目標である「実験室データに基づいた流行予測調査システム」

は、確立する見通しであるという結論を得た。行政手続きなどプロジェクトの枠組み内ではコ

ントロール不可能な要素も含まれているため、協力期間中にプロジェクト目標を完全に達成す

ることは困難と予想されるが、「４－５　プロジェクト目標の達成度」であげた要素がクリア

されれば、協力期間終了後の 2002 年終盤、あるいは 2003 年の初頭には、プロジェクトが期待

していた結果を得ることができる見込みである。

（2）成果の達成がプロジェクト目標に繋がった度合い

　　本プロジェクトで設定された４つの成果項目は、日本人専門家チームが作成した資料のとお

り（付属資料８．参照）、「成果１：実験室での技術強化」「成果３：RSHCPと PHC総局との技

術連携」「成果４：血清銀行の設立」の３つが「成果２：予防接種拡大計画（EPI）関連疾患（ジ

フテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、麻疹）の流行予測調査を実施するための運営管理と調査

技術の習得」を支える構造になっている。そして、この「成果２」がプロジェクト目標である

注10　RSHCPとPHC総局の関係がよくなかったため、RSHCP側としては、PHC総局の関与を受けずにプロジェクトを推進したい

意向が働いた可能性があると分析されている。
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「流行予測調査システムの確立」に直接影響を与えている。今回の評価調査では、プロジェク

ト関係者間でこの構造を確認するとともに、個々の成果項目すべてが、プロジェクト目標であ

る流行予測調査のシステムの確立に必要不可欠なものであったこと、個々の達成度がプロジェ

クト目標の達成度に強くリンクしていることが確認されている。

（3）プロジェクト目標の達成を促進した要因

1）　トルコ側カウンターパート内でチームワークが形成されたこと

　　プロジェクトの活動が進むにつれて、RSHCP、地方衛生研究所、PHC総局、県保健部間の

連携が深まり、特にプロジェクトの後半は、その結束力がプロジェクトを推進してきた大き

な要素であると認識されている。プロジェクト開始以前は組織間の繋がりは確立されていな

かったが、流行予測調査を円滑に実施するために不可欠なこの４者間の連携が、流行予測調

査のワーキング・チームの形成や、様々な共同活動を通じて促進されてきた。これによって

カウンターパート内でチームワークが形成され、さらに、流行予測調査に対するトルコ側の

オーナーシップの向上にも影響を及ぼしてきたと評価できる。特に各モデル県での血清疫学

調査前のトレーニング・プログラムは、トルコ側のみで組織、運営され大成功を収めてい

る。また、４者のなかでも RSHCP が中心的な役割を果たし、特にプロジェクト実施期間の

後半には、トルコ側のコーディネーターのリーダーシップの下に、トルコ側が一つにまと

まってプロジェクトを推進した点も評価されている。

2）　プロジェクトの内容が、カウンターパートの通常業務の強化に繋がっていたこと

　　RSHCPは本来、実験室での検査業務に対して責任を負っている。本プロジェクトでは流行

予測調査のシステムを確立することを目的として、実験室での検査技術の向上もプロジェク

トの活動範囲に含めているため、本プロジェクトの活動とカウンターパートの日常業務が直

結した形になっている。このことが、カウンターパートの技術向上に対するモチベーション

を高め、プロジェクトの活動を促進したと評価できる。

3）　日本でのカウンターパート研修の実施

　　日本での研修は実験室での検査技術を学ぶ機会を得ただけでなく、実験室データに基づい

た流行予測調査のモデルを観察することができ、これによって本プロジェクトへの理解を深

めることができた。特にトルコ側にとって新しいシステムであったため、本調査システムを

約30年前に立ち上げた日本のケースを観察することは、非常に効果的であったと評価され、

これがプロジェクト推進の原動力の一つになったとプロジェクト側は強く認識している。
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（4）プロジェクト目標の達成を阻害した要因

1）　実験室の改築工事に時間がかかりすぎたこと

　　プロジェクトの初期段階で実験室の改修工事が行われたが、予定よりも大幅に遅れたた

め、予定していた検査技術の移転が遅れた。また改修工事が終了した後も、プロジェクト・

サイト以外の箇所の改修工事が行われたため注11、改修されている箇所の機材などが臨時で搬

入されることになり、1999年の後半に入るまで技術移転が行える環境が整わなかった。この

ような阻害要因がなければ、予定していた技術移転が終了していた可能性が高いと判断され

ている。

５－３　効率性

　プロジェクトの前半は、「５－１　妥当性」「５－２　有効性」で述べたような要因と、本項の

「効率性」で後述する要因のために、プロジェクトへの投入が成果（アウトプット）に結びつく

までには至らず、効率性は低かった。プロジェクトの後半に入ってからは、阻害要因がほぼ解決

され、実施の効率性も増した。

（1）評価された効率的な点

1）　日本人専門家のそれぞれの分野に関する能力と専門性が非常に高く、業務に対する取り

組み姿勢も熱心であった。

2）　派遣された長期・短期専門家の数は妥当であった。2001 年度には、短期専門家が大量

（11 人）に投入されているが、建物改修工事が終了し実質的な活動が可能になったこと、本

プロジェクトでは６つのEPI関連疾患、及び結核を対象とし、かつ検査技術が細分化されて

いるため、2001 年度には 11 人の短期専門家が必要とされていた。

3）　供与された機材のほとんどが評価時点においても活用されており、カウンターパートの

レベルやニーズにも合致していたと評価されている。供与機材の到着のタイミングは遅れる

傾向にあったが、実際は建物の改修工事が遅れたため、結果的に機材自体の投入のタイミン

グと合致することになった。

（2）投入の効率性

1）　RSHCP の所長ポストは、極めて政治的なポジションであるため、所長が短期間で交代し

てしまったこと注12がプロジェクトの効率性を低下させることになった。所長の交代の度に、

プロジェクト・チームは所長にプロジェクトの概要説明を行い、プロジェクトへの理解を得

るために多大な時間を費やさなければならなかった。

注11　これはプロジェクトの協力範囲外であり、RSHCPが主導で行っている独自の改修工事である。

注12　プロジェクト開始から４年半経った評価時点まで、就任した所長の数は４人である。
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2）　日本での研修期間に関しては、プログラムによって異なるため一概には結論づけられない

が、11か月間の研修を受けたカウンターパートからは、研修内容を絞り込んで研修期間を短

縮すべきであるという意見が出された。

3）　日本人専門家（短期専門家）の携行機材が専門家の着任と同時に到着せず、技術指導に必

要な機材が手元にないために、予定していた技術指導が派遣期間内に完了しなかったケース

があった。特にトルコでは入手するのに時間がかかる試薬や、実験室で必要な道具を日本か

ら持ち込んだ場合には、技術移転の進捗に影響を与えた。

4）　プロジェクト開始当初、トルコ側のコーディネーターが配置されなかったため、連絡業

務や調整業務に支障をきたしていた。また、コンピューター・プログラミングのカウンター

パートが配置されず、協力期間終了後のメンテナンスの面が懸念されている（残りの協力期

間でカウンターパートを配置する予定である）。後半は、新規に設置された感染症研究部の

疫学ユニットに３人のカウンターパートが配置され、コーディネーターも定着し、プロジェ

クトは円滑に実施された。

5）　RSHCP 所長の度重なる交代や、プロジェクト前半期に RSHCP と PHC 総局の連携が欠如

していたため、合同調整委員会が必要時に開催されず、本プロジェクトに関する意思決定が

スムーズに行われなかった。

５－４　インパクト

（1）上位目標に対するインパクト

　　評価時点において、本プロジェクトの上位目標に対するインパクトを確認することは困難で

ある。このプロジェクトでは、トルコにとって新しい概念である流行予測調査システムを立ち

上げたため、プロジェクト開始から４年半しか経っていない現在、上位目標に対するインパク

トの発現の確認は困難である。

　　将来的にEPI関連感染症が制圧されるためには、次のような点が明確にされるべきである。

1）　本プロジェクトで立ち上げた流行予測調査のモデルシステムが、将来全国展開され、国

のシステムとして機能すること。

2）　ワクチンの効果的な投与を行う戦略や対策が PHC 総局によって立案され、実行されるこ

と。

3）　ワクチンの品質が高いレベルで維持、管理されること。

4）　今後も保健省がEPI関連疾患対策に対して高い優先順位を保持すること。評価時点では、

「感染症の届出法」の改正にも本プロジェクトが対象とした EPI 関連疾患が含まれているた

め、この点はクリアされる見通しである〔したがって、プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）の外部条件が満たされるといえる〕。
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（2）その他のインパクト

1）　実験室での検査技術が向上したことによって、保健省が国立レファレンス・ラボラトリー

としてのRSHCPの役割と実験室データに基づいた調査システムを認識するようになった。

具体的には、RSHCPは「感染症の届出法」のワーキング・グループのメンバーとして同会議

に参画している。また実験室データに基づいた調査が、改正中の「感染症の届出法」の重要

な要素として組み込まれるようになった。

2）　「５－２　有効性　（3）プロジェクト目標の達成を促進した要因」でも述べたが、プロ

ジェクトの実施によって、中央レベル（RSHCP、PHC 総局）と地域レベル（地方衛生研究

所、県衛生部）の連携が深まった。またこの４者に加えて、地域の保健所との連携も深まっ

たことは、プロジェクトの実施によって生じたインパクトとして評価できる。具体的には各

モデル県での血清疫学調査において、これらの関係者が協力して事前の準備から実施まです

べて滞りなく遂行し、十分な数のサンプル（採血数）を確保することができた。各県でのサ

ンプル収集に割り当てられた日数は３日であり、非常に短期間にこれだけのサンプルが収集

できたのは、トルコ側のチームとしての結束力が固かった結果である。現在も中央と地方の

情報交換などが活発に行われている。

3）　本プロジェクトの初期段階で、RSHCP に対して、実験室内での結核菌の安全対策を行う

ために、機材の導入と技術指導を実施した。この結果、安全対策に関する必要性がカウン

ターパートに認識され、RSHCPの結核レファレンス研究部が地方衛生研究所に対して、安全

対策の指導を行うまでに至っている。

５－５　自立発展性

（1）組織面の自立発展性

　　前述したように、保健省では「感染症の届出法」を改正しており、医療機関からの届出と、

実験室のデータに基づいた情報との２つのラインによって、感染症の発生動向を把握すること

になる。つまり、本プロジェクトで立ち上げた実験室データに基づいた流行予測調査は、その

届出法の一方の情報ラインを支える重要な役割を担うことになり、プロジェクトの効果はこの

届出法の枠組み内でも生かされることになる。またこの点からも、流行予測調査は今後も政治

的なサポートを得られることが確認されている。

　　流行予測調査の指令塔となるRSHCP感染症研究部の疫学ユニットには、３人の専任スタッ

フが配置され定着している。これは、流行予測調査のシステムが組織的に維持されることを示

唆している。今後は疫学ユニットも含めて、本プロジェクトのトレーニングを受けたスタッフ

が同じポジションに配置されるよう配慮していくことが重要であるとトルコ側も認識してい

る。
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　　さらに、本プロジェクトでは、対象３県を設定し調査を実施してきたが、保健省ではこの流

行予測調査を将来全国展開する展望を抱いている。ただし評価時点では、依然「感染症届出法」

の見直しが行われている最中であり、将来の具体的な全国展開の計画が示される段階には至っ

ていない。また保健省では、全国展開を行う意思を表明している反面、現在進行中の行政改革

の一貫として、７県に設置されている地方衛生研究所を統廃合する可能性も指摘されており、

本プロジェクトで地方へ移転した知識や技術が失われる点が懸念されている。本プロジェクト

で技術指導を行った地方衛生研究所が統廃合された場合、プロジェクトの効果が限定されてし

まう可能性が高いため、今後何らかの対策が必要となることもある。

（2）財政面の自立発展性

　　PHC総局は、実験室データに基づいた調査を、国全体の流行予測調査の重要な要素であると

十分理解しており、かつ保健省も実験室データに基づいた調査を将来全国展開する意思を示し

ている。しかし、実際に具体的な調査計画を立案し予算請求を行うまでは、保健省がどの程度

の予算措置を行えるか不確実であるという結論に達している。保健省が予算措置を行わない場

合は、地方での調査活動が行えなくなる可能性が高いため、今後、本プロジェクトの効果を持

続させるためにも財政の確保が望まれる注13。

（3）技術面の自立発展性

　　プロジェクトの実施を通じて、カウンターパートは、流行予測調査を実施するのに必要な実

験室での検査技術と、流行予測調査の手法をマスターしたといえる。評価時点でまだ技術指導

が完了していない分野〔血清抗体検査（ELISA）手法、コンピューター・プログラミング、血

清疫学調査の解析〕があるが、これらの技術指導がプロジェクト期間内で終了すれば、今後は

トルコ側自身で習得した技術をほかのスタッフへ教授することや、他の疾病に応用していく段

階に入る。評価時点では、トルコ側にも技術的な自立発展の意識が芽生え初めていることが確

認されている。カウンターパートは、既に世界保健機関（WHO）欧州支局との関係を構築して

おり、更に欧州で開催されている会合（例として、「ジフテリアに関する欧州ラボラトリーワー

キング・グループ(European Laboratory Working Group for Diphtheria)」）などにも参加してい

るため、新しい技術に対する情報面でのアクセスも確立している。またトルコでは、情報通信

の基盤整備が比較的進んでいるため、インターネットを通じて世界の最新情報を収集すること

も可能である。したがって、カウンターパート自身で、技術的な発展を推進していけると判断

されている。

注13　RSHCPで調査費用をカバーすることは困難なため、RSHCPは今後、保健省への予算要求を行う方針である。
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　　本プロジェクトでは様々なガイドラインとマニュアルを作成しており、トルコ側自身による

技術力の維持に役立つと期待されている。また、血清疫学調査の実施前にRSHCPのスタッフが

地方衛生研究所のスタッフをトレーニングしており、中央レベルから地域レベルへの技術普及

のシステムも強化されている。カウンターパートは、本プロジェクトで流行予測調査の経験を

積んできており、地方レベルへの支援体制も強化され、PHC総局側との協力体制も確立したこ

とから、今後流行予測調査の全国展開を行っていくための技術的な基盤と組織的な体制が十分

確立したといえる。さらに、RSHCPでは、若手の人材を積極的に海外での研究プログラムに参

加させるなど、若手の人材育成にも力を入れており、技術的な自立発展性は高いと評価される。

　　カウンターパートは、供与された機材の使用方法をマスターしており、操作マニュアルもほ

とんどが英語で提供されている。また、プロジェクトで作成した各種マニュアル（トルコ語）

のなかにも機材の操作方法が記載されているため、機材の運営面では懸念材料はほとんどみら

れない。保守管理面では、供与された機材がRSHCP 独自のメンテナンス・システムに組み込

まれているため、保守管理がいき届いている。日本から導入した機材は、トルコ在住のメンテ

ナンス業者と契約を締結して保守管理体制を整えている。ただし、一部日本から供与された機

材で、トルコのメンテナンス業者がスペアパーツを供給できず、メンテナンスに時間を要した

ケースも存在した。また、機材の保守管理の技術指導を行ったカウンターパートのうちの１人

が、辞職したことも懸念材料としてあげられている。残りの協力期間で、機材保守管理の研修

員を受け入れる予定になっているので、今後の保守管理面の強化を図れると期待されている。

５－６　結　論

　本協力により、プロジェクト目標は基本的に計画どおり達成された。ただし一方で、協力の枠

組み内ではコントロールできない外部条件など、いくつかの点がプロジェクトのスムーズな実施

を妨げたことは事実であり、技術移転に遅れが生じたこともあった。検査室に基づいた感染症

サーベイランスシステムの重要性が、本プロジェクトの協力を通じ、トルコ側によく認識される

ようになった。

　検査室に基づいた疫学サーベイランスシステムを新たに構築することを目的として、本協力は

技術やスキルを移転することに成功した。今後、これら獲得した技術やスキルが、他の感染症対

策に用いられることが望まれる。

　本サーベイランスシステムを更によいものにしていく努力が必要であるが、本協力によりトル

コ側の自信が大いに深まったといえる。

　今後、特にサーベイランスシステムのガイドライン、及びマニュアルの制度化がトルコ側で進

められているかどうか、日本側は、現地国際協力事業団（JICA）事務所等を通じて、十分フォロー

していくことが必要であろう。
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第６章　提言・教訓

６－１　提　言

（1）サーベイランスに係るコンピュータシステムに関し、プロジェクト終了までの間、更なる協

力（具体的には短期専門家の派遣）が必要と考えられる。

（2）血清抗体検査（ELISA）法の更なる向上のために、現在派遣中の長期専門家（細菌性感染症

サーベイランス）について、プロジェクト期間最後まで延長することを検討する。

（3）プロジェクトにより確立された検査室に基づく疫学サーベイランスについて、プロジェクト

終了後もトルコ側により維持される必要がある。そのためにも、本システムがトルコ政府の国

家感染症疫学サーベイランスシステムに統合されることが重要である。

（4）本プロジェクトの成果は、国際的に出版・報告されなければならない。

（5）検査室に基づく疫学サーベイランスシステムを維持し、発展させるためにも、予算を確保す

ることが必要である。

（6）疫学サーベイランスの結果は、トルコ国家予防接種計画において利用して行く必要がある。

６－２　教　訓

（1）プロジェクト開始にあたっては、関係機関すべてが計画策定に参画することが重要である。

（2）プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法をプロジェクト計画段階から導入す

ることで、目標とするものの概念（今回は“epidemiological surveillance”）について、関係者

間で明確なコンセンサスを形成しておくことが必要である。

（3）プロジェクト進捗管理のため、モニタリングシステムを確立することが重要である。モニタ

リングの結果に基づき、必要あればスケジュールの修正を行う。

（4）日本の協力を通じ、優れたチームワークについて相手側が学ぶことで、協同で仕事をするこ

とに対し、高い価値を与えるようになる。
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１．調査日程

月　日

５月 ８日

５月 ９日

５月10日

５月11日

５月12日

５月13日

５月14日

５月15日

５月16日

５月17日

５月18日

５月19日

５月20日

５月21日

５月22日

５月23日

５月24日

５月25日

曜日

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

調査工程

アンカラ着　評価分析団員　国際協力事業団（JICA）

トルコ事務所打合せ

カウンターパートと打合せ

専門家チームと打合せ

インタビュー〔レフィク・サイダム中央衛生研究所

（RSHCP）所長〕

プレ・ワークショップ（評価手法に関する説明）

情報整理

情報整理

インタビュー〔保健省公衆衛生総局（PHC総局） 次

官〕

インタビュー（専門家チーム）

インタビュー（RSHC）１

インタビュー（RSHC）２

インタビュー（RSHC）３

インタビュー（RSHC）４

地方視察

アンカラ着

ワークショップ準備

ワークショップ準備

調査団アンカラ着（OS825）、ホテルへ移動

打合せ

JICAトルコ事務所表敬／稲葉所長、小池次長

在トルコ日本国大使館表敬／竹中大使

RSHCP表敬／所長Dr. Cevik

保健省表敬／次官Dr. Aycan

カウンターパートによるプレゼンテーション

評価ワークショップ

評価ワークショップ

協議、議事録準備

合同調整委員会（評価結果協議）

協議、議事録準備

合同調整委員会（評価結果協議、署名）

JICAトルコ事務所業務報告／稲葉所長、小池次長

在トルコ日本国大使館業務報告／小田原書記官

調査団アンカラ発（OS826）

14：00

午前

午後

午前

午後

午前

午前

午前

午後

午前

午後

午前

午後

午前

午後

午前

午前

14：00

17：00

９：30

10：30～ 11：00

13：00

14：00

10：00～ 12：00

14：00～ 17：00

10：00～ 17：00

９：00～ 18：00

15：30～ 17：00

９：00～ 10：45

11：00～ 12：00

13：00

14：00

14：45
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２．主要面談者

RSHCP:

1. Dr. Mustafa Aydin CEVIK, President

2. Dr. Feyzullah GUMUSLU, Deputy President

3. Dr. Gulay KORUKLUOGLU Virology Lab

4. Dr. Tulay YALCINKAYA Virology Lab

5. Dr. Etem OZKAYA Virology Lab

6. Dr. Cevdet YALNIZ RSHCP

7. Dr. Berrin ESEN CDRD

8. Dr. Efsun AKBAS CDRD

9. Dr. Belkis LEVENT CDRD

10. Dr. Nilay COPLU CDRD

11. Dr. Demet KURTOGLU CDRD-EPI

12. Dr. Aysegul GOZALAN CDRD-EPI

13. Dr. Ayse Peker OZKAN CDRD-EPI

Ministry of Health:

1. Dr. Nilgun NOYAN PHCGD

2. Dr. Mehmet Ali TORUNOGLU PHCGD

RBL:

1. Dr. Zeynep DINC RBL-Diyarbakir

2. Bio. Sehri YAYLAN RBL-Antalya

3. Bio. Feza UZEN RBL-Samsun

WHO:

1. Dr. Dalya GURIS WHO Turkey Representative

Japanese Side:

1. Dr. Morihiro MORITA JICA Expert Team

2. Koji KANEMARU JICA Expert Team

3. Dr. Kikuko MIYAMURA JICA Expert Team

4. Seiichi KOIKE JICA TURKEY OFFICE

5. Ali BEKIN JICA TURKEY OFFICE
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